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EDI推 進 協 議i会 一

会 員 活 動 概 要

【掲載会員】

1.エー アイエ ムジ ヤパ ン

2.(財)エ ンジニ アリング振 興協会

3.(財)家 電製 品協 会

4.機工VANセ ンター

5.(社)軽 金属 協会

6.(財)建 設業振興基 金

7.(社)鋼 材倶 楽部

8.(社)港 湾 物流情報 シス テム協会

9.(財)国 際情 報化協 力セ ンター

10.(財)国 際 ロボ ッ ト・FA技 術 セ ンター

11.写真 業界 流通情 報 シス テ ム協議 会

12.(財)住 宅産業情 報サ ー ビス

13.(社)情 報サ ー ビス産業協 会

14.(財)情 報処 理相 互運用技術 協会

15.(財)生 活用 品振興 セ ン ター(*)

16.石油化 学工 業協会

17.石油連盟

18.(社)セ メ ン ト協会

19繊 維産業構造 改善事業協 会

20.全 国 コイルセ ンター工 業組合

21.(社)全 国自動 車部品 商 団体 連合会(*)

22.全 国 自動車用 品工業会(*)

23.全 国鉄鋼 特約店 連合会

24.全 国電機 卸商組合 連合会

25.(社)全 日本 文 具協 会

26.全 日本 電設資材卸 業協 同組 合連合会

27電 気事 業連合 会

28.(社)日 本 アパ レル産 業協会(*)

29.日 本 化学繊維協 會

30.(社)日 本 ガス協会

31.日本紙 商団体 連合会

32.(社)日 本玩 具協会

33.(社)日 本建材 産業協会

34.(社)日 本広告 業協会

35.(社)日 本 自動 車工業会

36.(社)日 本情報 シス テム ・ユ ーザ ー協会

37.日本 製紙連合会

38.日本 チ ェーンス トア協 会

39.(社)日 本 電気計測器 工業会

40.(社)日 本 電機工業会

41.(社)日 本 電気制御機器工 業会

42.日 本 電気大 型店協会

43.(社)日 本 電子機械工 業会

44.(社)日 本 電子工業振興協会

45.(社)日 本電線 工業会

46.(社)日 本パーソナルコンピュータソフ トウェア協会

47.(社)日 本半 導体 製造装置協会

48.日 本百貨店協会

49.日本 フ ォーム印刷 工業連合会

50.(社)日 本 貿易会

51.(財)日 本 貿易 関係 手続簡易化協 会

52.日本紡 績協会

53.日本優 良家具販 売協 同組合

54.(社)日 本 ロジス テ ィクスシステム協 会

55.物 流EDI推 進機構

56.ユ ニ ックス ・ビジ ネス ・アソシエ ーシ ョン

57.(財)流 通 システム 開発セ ンター

58.旅 行EDI研 究 会

59.(財)日 本情報処 理 開発協会 産 業情報化推進 セ ンター

【活動概要について回答のあった会員の五十音順に、原則として原文のまま掲載 しており、(*)印の会員は掲載しておりません。】
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1.エ ーアイエムジャパン 国 際自動認識工業会AIMJAPAN)

〈工業会 としての性格 と参加の目的〉

エ ーアイエ ムジ ャパ ンはバ ー コー ドによるデータ入力 を始 め とす る、 データキ ャリア、磁気 カー ド、

OCRそ の他 すべ ての 自動認 識 システムの メーカー、販社 によって構成 される工業会で 、平成8年6月 現在、

116社 の会員企 業 が加 盟 してい る。

自動認識 シス テムの普及 ・市場拡大 を目指 し、 ラベ ル ・カー ド ・インクリボン ・タグ等 のサ プライ品か

ら、プ リンタ、ス キ ャナ、 リーダ等全 ての機器の 開発 ・製造 ・販 売 を通 じて、上位 機種 への 自動入力方法

の可能性 を拡大 して来 た。

こう した 自動認識機 器及 び関連製 品 を扱 う国内で唯一 の団体 と して、"日 本 自動 認識工業会"と も呼 ば

れるべ き存在 で はあるが、現在 世界 中に普及 しているITF、 コーダバ ー(NW-7)、 コー ド39、 コー ド128、

PDF417等 二次元 コー ドを含 む全 ての物流バ ー コー ドの基準 となる規格(USS規 格)を 制 定 して来 たイン

ターナシ ョナルな性格 を持つ 団体 として、あ えて"国 際 自動認 識工業会"と 名乗 っている。

以上 の ような性格 を持つエ ー アイエ ムジ ャパ ンの 日常活動 を支えるい くつかの重要部会 の ひとつ と して、
"EDI研 究会"が 毎月1回 活動 してお り

、同時 にEDI推 進協 議会 に団体会員 と して参加 させて頂いてい る。

すで にJEDICに 参加 され ている先輩諸協会 ・工業会 とは少 し違 った立場 か らの参加 であるが、当 自動 認識

工業会 は 「EDIの 発展 にバ ー コー ド機器 ・サ プライ品メーカーの工業会 と して寄与 してゆ く」 事 を念頭 に

置い てい る。

〈EDIと バ ー コー ドの役 割 〉」

「経 営の あ り方 を根 底 か ら変 革す る可能性 を秘 めてい る」EDIと バー コー ドシステム との関わ りは、国

際EDI取 引 におけるUN/EDIFACTの 導入、 国内EDI取 引 にお けるCIIシ ン タックスルールの導入 とい う、大

きな通信規則 決定 の流 れ の中で は部分 的な ものに過 ぎないが、EIAJの 標準納 品書 のよ うに実際 の取引過程

の中で 自動 入力手段 と してバ ー コー ドの果 たす役割 は非常 に大 き く、バ ーコー ドシス テム の普及 ・浸透が

即 ちEDI推 進 の ひ とつ の鍵 を握 ってい る と言 って も過 言ではないだ ろ う。

〈EDI化 の うね りの 中で 〉

最近の諸協会 ・諸団体 との連携活動の中で、エーアイエムジャパ ンはEDI化 の潮流 に関 し、多 くを学び

つつある。(社)日 本電子機械工業会EDIセ ンターの各部会を牽引車とするバーコー ド付 き納品書、標準

荷札による発注者 ・受注者間でのEDIの 実行、繊維産業構造改善事業協会の業界内登録 コー ドセンター設

置による、"還 流"の ある荷動 きの"業 界内EDI"管 理の実験など、まさに社会基盤整備への母体 として

のEDI化 のうね りが今起 きている。 日本の産業の国際競争力維持や、業界再編成の中での生き残 りを賭け

た情報化投資の必要性を考えれば、い くらかの時間はかかるにしても、EDIの 定着は時代の要請 と言える

だろう。

〈新 たな関係 の始まり〉

この ような状況 か ら、 バー コー ド規格 の実質的 な世界標準 制定団体 として機能 し、全 て のバ ーコー ドシ

ステム関連機器 ・サ プライ品の 開発 、供給 を通 じてこの優 れた 自動認識技術 を世界 中 に広 めて来 た唯一 の

工 業会 であ るエ ー アイエ ムは、EDI研 究会の設立 とJEDICへ の参加 によって、EDIの 進 展に積極的 に関わ っ

てゆ く事 とな った。当 自動認 識工業会 のJEDICへ の参加 は、EDI推 進協議会 の所 轄官庁で ある通商産業省

機械産業 情報局 を も含 め た、JEDIC関 連諸団体 とエ ーアイエムジ ャパ ンとの、 自動 認識 シス テム を通 じて

の新 たな協 調関係 の始 ま りと把 える事 が出来 る。当工業会 自身が、率先 して内部 でのEDIの 推進 を行 う必

要 がある事 は勿 論 だが、バ ー コー ドラベ ルやバ ーコー ドプ リンタ、バー コー ド読み取 り機 があ って初めて
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成 り立つバ ーコー ドシス テムを、供給 者の側 か らJEDIC会 員諸協会 ・工業会 に対 し、EDIの 文脈の中でシ

ステム提案 してゆける事 を確信 してい る。

【平成8年 度活動予定】

①毎 月EDI研 究会(会 員20社)を 開催 し、EDIの 基礎 の勉 強会 を行 ってお り、現在 まで、外 部講師 を三

回招 いてい る。

第一 回(財)流 通 シス テム 開発 セ ンター殿

第二 回(社)日 本電子機械 工業会EDIセ ンター殿

第三 回 第一貨物(株)殿

③ 平成8年9月4日 ～6日 当会主催 のスキ ャ ンテ ックジ ャパ ン展 において 「EDI効 果 を高め るバ ーコー ド」

をテーマ としてパ ネル展 を予定。

連絡先 工ー アイエ ムジ ャパ ン事務局

〒141東 京都 品川 区東五反 田1-10-7

TELO3-3440-9085FAXO3-3440-9086
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2.(財)エ ン ジニ ア リング振 興協 会(ENAA)

1.協 会概 要

(1)設 立:1978年8月21日
'

(2)会 員 数:151社(財 団本部 賛助 会員)

(3)所 在 地:〒105東 京都港 区西新橋 一丁 目4番6号(CYDビ ル)

2.事 業概 要

(1)エ ンジニア リング に関す る各種 事業

・諸管理技術および人材の育成方法等の調査研究

・技術的課題、システムの構築等の調査研究
・プロジ ェク トの創 出

、推進
・国際交流および協力

・研修事業等の実施およびセ ミナーの開催

・協会事業 における成果等の普及

・各種標準の整備

・その他

(2)地 下開発利用 に関する各種事業
・基本構想 の策定

・地下空間開発技術の研究開発

・地下空間開発利用 システムの研究開発

・調査お よび広報

・国際交流および協力

・その他

(3)石 油および天然ガス開発 に伴 う環境保護 と安全確保に関する各種事業
・環境保護 と安全確保 に関する研究開発および技術指導 と技術者の要請

・調査事業

・国際会議の開催 ・参加等国際交流の推進

・その他

3.情 報 シス テム関連 の取 り組み

当協会 の中 に情報 シス テム関連 を扱 う委 員会組織 としてプロジェク ト ・エ ンジニ アリング委員会情報 シ

ステム部会が あ る。 こ こで は、 当協会 の業務 部が事務 局 とな り、加盟 会社66社 か らの委 員 によ り部会 、

研 究分科 会 および研 究 ワーキ ンググループ を編成 し、調査研 究活動が行 われ ている。 当部 会の基本的 な

活 動方針 としては、次 の 二点 が挙げ られる。 まず第 一点 目は、当協会 の異業種交流 の特徴 を活 か した調査

研究活 動 を通 じて、会 員企業 のエ ンジニ ア リングに係 わる情 報システム技術 の向上 と相互研鎖 を図 ること

で ある。 第二点 目は コン ピュー タユーザの観点 か ら、エ ンジニア リングデ ータの各種 標準化活動 に積極 的

に参 画 し、社会 貢献 ・国際貢献 してい くこ とである。 また、 プラン トCALSの 取 り組み は、平成8年 度

か らの2年 間、通産省 の業種 別CALSプ ロジェク トの一つ として活動 する こ とにな り、平成元年 か らの

当協会 におけるSTEP(StandardfortheExchangeofPrOductMOdelData)に 関す る研 究活動 をさらに発展

させ るこ とになっ た。 また、 このCALSの 実証で は、EDIを 活用 した調達 業務遂行 環境 の構築 を考 え

てい る。以下 に、平成7年 度 の活動実績 と、平成8年 度 の活動予定 を示 す。
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(1)平 成7年 度活動実績

①情報 シス テム部会活動

・平成7年 度 の分科会 、 ワーキ ンググルー プの成果報告会の 開催

・情 報 シス テム関連 講演会 の開催(2回)

・先 端技術 企業 ・研 究機 関への訪問調査(会 津 大学、 日産 自動車他)

②分科会 活動

・3次 元CADデ ー タ交換 フォーマ ッ トの標準 化

・エ ンジニア リング業界 にお けるマルチ メデ ィア適用 の調査研究

・CAEとPMS(ProjectManegementSystem)の 統合化実現 のための調査研 究

③ ワーキ ンググループ活動

・市販パ ッケージソ フ ト調査(PDM－ 製 品デ ー タ管 理システム)

・グループウ ェアの研 究(エ ンジニ アリングにおける協調作 業支援)

・情報 システム部 門の抱 える問題点 ・課題 の意見交換

・CALSの 情 報収集

(2)平 成8年 度活 動予定

①情報 システム部会活動

・平成8年 度 の分 科会、 ワーキ ンググル ープの成 果報 告会の開催

・情報 システム関連講演会 の開催(2回)

・先 端技術企 業 ・研 究機 関へ の訪 問調査(九 州 地区)

・海外 調査 ・視 察(東 南 アジア方 面)

②分科会活 動

・グル ープウェアに よる ビジネス ・プロセス ・リエ ンジニア リング実現 の ための技術 課題の研 究

・グ ローバル ・エ ンジニア リング ・オ フィスの研 究

・プラン トCALS検 討会

③ ワーキ ンググループ活 動

・エ ンジニア リング事業 にお けるイ ンター ネ ッ ト活用方法 の検討

・IDEF(lntegrationDEFinition)の 調査 研究

連 絡先(財)エ ンジニ ア リング振 興協会 業務部

〒105東 京都港区西新橋 一丁 目4番6号CYDビ ル

TELO3-3502-4441FAXO3-3502-5500

以 上
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3.(財)家 電製品協会(AEHA)

(財)家 電製品協会は、既 に昭和48年 設立された家電製品協議会 と昭和49年 設立 された(財)家 電製品

等再資源化促進協会の2つの団体が合体 して、昭和55年6月 に設立認可された公益法人です。

主たる目的は、廃家電製品の有効利用、家電製品の安全性、電力の効率的利用等の研究を通 じて一般消

費者への便益の確保、家電製品の健全な生産、流通及び利用に寄与 し、国民生活の維持、向上に貢献する

ことで、つまり、家電業界 と消費者 の間にあって良 きパイプ役 としての責務 を担 うということです。

昭和56年 には、通商産業大臣の告示に基づ く 「家庭用電子 ・電気機器修理技術審査制度」が発足 し、家

電販売店が主体 となった家電製品の修理技術の向上という面からも貢献 してお ります。

また、平成2年12月 には 「消費者相談室」を開設、平成6年11月 には 「回収支援センター」 を改組 し、新

たに 「廃家電品適正処理協力セ ンター」 を設置 し、販売店ルー トによる大型廃家電品の自治体に対する補

完協力事業を実施 してお ります。平成6年度 に 「家電製品PLセ ンター」 を設置 し、家電製品に係 る紛争処

理事業を実施 しています。さらに、家電流通EDIの 国際標準化やJANコ ー ドに関 して調査研究などを行なっ

てきま した。

平成8年4月 現在 の賛助会員数は、38社 、16団 体の合計54社 ・団体で構城 されています。

また、現在の事務局体制は、総務部、海外事業者相談室、消費者部、消費者相談室、流通部、環境部、

リサイクルシステム開発部、技術部、認定センターであ ります。

連絡先(財)家 電 製 品協会 総務 部

〒105東 京都 港 区愛宕1↓11虎 ノ門八束ピル5F

TELO3-3578-1311FAXO3-3578-1677

【平成7年 度活動実績】

1)流 通 業務効 率化 のためのEDI研 究

・FAX -OCR用 発注用紙 の利 用 ガイ ドライ ンを決定。

・商品情報伝 達 シス テム ・デー ターベ ース の整備拡充

・EDIデ ー ターに よる請求 ・支 払処 理 での現状 の問題点抽 出

デー ターア ンマ ッチ処 理 につい て業界規 約の研 究 に着 手

2)リ アル タイムVANの 普及促 進

・現在9メ ーカー15流 通企 業 で稼働

【平成8年 度活動予定】

1)流 通業務効率化のためのEDI研 究

2)業 際間EDIの 促進

3)そ の他関連するシステムの研究

4)家 電流通EDI標 準化のPR
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4.機i工VANセ ン タ ー一 (KVC)

当セ ンターは、機械工 具商の全国 団体 「全 日本機械工 具商連合会(全 機工 連、44団 体 、2689社)」 の提

唱 で、平成元年9月 、4年 余 の検 討期 間 を経 て設立 された機械工具業界 の業界VAN運 営機 関。現在 の会員

は、メ ーカー97社 、卸商74社 、販 売店278社 、合計449社 。

機械 工具業界 のインフ ラス トラクチ ャー としての 「機 工VANシ ス テム」 を運営する当セ ンターは、取

引先 コー ドの管理、 アクセス権 の登録 、 シス テム発展 のための調査 ・研究 、啓蒙活動(全 国規模 の説明会

を3次 にわ たって開催)等 の業務 を行 なってい ます。

デー タフォーマ ッ ト、各 種デー タコー ド、運用方法 な どの ビジ ネス プロ トコルを標準化 し、平成2年7月

にサ ー ビス を開始 しま した。 プロ トコル変 換可能 な初 めての 「汎用VANシ ステム」 として高 く評価 され

てい るNTTデ ータ通信の 「TWINET」 の第1号 ユ ーザ ー として、業界VANと しては初 めて 「異機種 間の リ

アル タイム中継処 理」 を実現 してい ます。

サ ー ビス開始 時の対象 業務 は 「照会 業務(在 庫 ・価格 ・納期)」 「受発注 業務」 「商 品デー タの登録 ・

抽 出」 で したが、平成4年10月 に 「発注残 照会」 「出荷 デ ータ」 「請 求明細 ・支払明細 ・違算 デー タ」

「販 売実績 デー タ」 「在庫 データ」 「フ リーデー タ」 な どの業務 を追 加 しま した。

会 員 の全 てが 「機工VANシ ステム」 を利 用 してい るわけではあ りませ ん。情報流 の 中間に位置す る卸

商の コン ピュー タ化 が、普及の カギを握 っています。 「垂直VAN」 を主宰す る大手卸商 は別 に して、中

堅以下 の卸商 は一般 に コンピュータ化 が遅 れてお り、中堅卸商 の コン ピュー タ管理の レベ ルア ップが 当面

の課題 となってい ます。

設立 当初か ら、 「物流業者 とのEDI」 「金 融機関 との決済 デー タの交換」 「自動車や電機 な どユ ーザ ー

業界 とのEDI」 な どの将来構 想 を持 ってい ます 。 これ らの実現 にとって 「EDI推 進協議会」 の活動 は大い

に参 考 にな る もの と期待 してい ます。

連絡先 機工VANセ ンター

〒108東 京都港 区芝5-14-15機 械工 具会館

TELO3-3456-5756FAXO3-3456-5798

【平成7年 度活動実績】

1.第2次 中期計画の検討

①中期計画検討ワーキンググループ

機工VANの 問題点を抽出 し、解決策 として、a)メ ーカー ・卸商の接続を先行 させる、b)垂 直

VAN主 宰卸商 との協力の下、販売店用の新 しい標準端末 を開発する一の2点 にほぼ集約 された。

②垂直VANワ ーキンググループ

垂直VAN主 宰卸商5社 の実務者で、機工VANと 垂直VANの 協調の具体策を検討 し、垂直VANの

機能も取 り込んだ新 しい標準端末を開発することで一致 した。

2.機 工VANシ ス テムの維持運 営及 び管理

① 非会員へ のメーカー コー ド付与

流通業者 団体=全 日本 機械工 具商 連合 会(全 機工連)が 管理 す る商 品データベ ース との関係 で、

非会員 メーカーのメ ーカー コー ド(商 品 コー ドの構成要 素、英 字2～5桁)に 全機工 連が付香 し

た管理番号(数 字5桁)を 充 て るこ とに した。

②DOS/Vパ ソコ ンの標準 端末認定

日本BMの 要請 でDOS/V版 の標 準端末 ソ フ トを検 証、 同社 のDOS!Vパ ソコン2機 種 を標準 端末 に

認定 した。

③ 「出荷 データ」等 の フ ァイル中継 電文 の修 正
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管材VANセ ンターの要請 に応 え、

変更 する こ とに した。

「出荷データ」等のファイル中継電文を可変長か ら固定長に

3.全 機工連情報化への支援

全機工連の情報化 を進めるための機関 「機工メイ ト推進委員会」 に委員 を派遣 し、販売管理シ

ステムの開発 ・普及 に協力 した。

4.管 材業界 との連携調整

隣接業界である管材業界 との将来の相互接続のために、管材VANセ ンター(東 京)と 事務局同

士で連絡 を取 り合い、取引先コー ド、商品コー ド等の整合性確保などの措置をとった。

また、大阪管工機材商業協同組合の情報化委員会メンバー と業界VANに ついて懇談 した。

5.EDIの 研究

EDI推 進協議 会の セ ミナ ー等 を利用 して、EDIを 研 究 した。

【平成8年 度活動予定】

1.抜 本的な普及策の策定 と実施(継 続)

2.説 明会の開催

3.全 機工連情報化への支援

4.管 材、鋲螺 など隣接業界 との連絡調整

5.EDIの 研究
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5.(社)軽 金属協会(LMA)

(軽圧8社 コンピュータ利用研究会 作業部会)

当協会は、1947年12月10日 に、アル ミニウムやゼグネシウムなどの軽金属 に関する総合的な調査研究機

関として設立されました。会員は、地金、圧延(板 、箔)、 押出、三次加工、鍛造、鋳造ならびに流通業

者からなる170法 人(内 団体8)で 構成 しています。

事業内容は、会員構成の特長を生か した委員会組織 を主体に運営 しており、ISO、JIS、 業界規格等の国

内外標準化 をは じめ、土木 ・建築、鉄道車両、自動車等の関連を主体 とした基礎 ・応用 ・開発に関する調

査研究事業の推進を図るとともに、表彰奨励事業、統計事業、海外交流事業等、幅広い活動を展開 してい
ます。

また・軽金属学会ならびに日本マグネシウム協会の運営について支援 してお り、業界 と学界 との交流 ・

協調の促進を図 り、技術水準の向上と相互の健全な発展に努めています。

当協会の情報システム化活動 としては、アルミ圧延業に携わる会員により構成 している 「軽圧8社 コン

ピュータ利用研究会」があり、調査 ・研究 ・情報交換等の活発な活動を行っています。この研究会の下部

組織 として、 「作業部会」を平成4年 に設置 し、EDIの 調査 ・研究及び他業界の動向調査を開始 し、現在

に至っています。

平成7年 までにEDIの 先進業界であるEIAJ、 鉄鋼業界の標準を事例として、転圧業界のEDI標 準をつ くる

ため会員各社の実情 を調査 し、注文情報等のデータ項 目を整理 してきました。一方、一部の顧客からの
EDIの 要望(デ ータ交換、バーコー ド表示等)に 対 して、業界 として対応すべ く調整 してきました。

今後の活動 として、軽圧業界の商取引の特長に合わせたビジネスモデル、標準メ ッセージ、データ項目

定義等 を整理 し、業界標準案を作成する予定です。

連絡先(社)軽 金属協会

〒103東 京都 中央 区 日本橋2丁 目1番3号 日本橋 朝 日生命館

TELO3-3273-3041(代 表)FAXO3-3213-2918

【平成7年 度活動実績】

1)他 業界のEDI標 準化動向 ・事例の調査(EIAJ、 鉄鋼標準等)

2)軽 圧業界での標準モデル案の作成

3)製 品ラベルへのバーコー ド表示標準案の物流連絡委員会へ提案

結果 として、バーコー ド委員会の設置 とバーコー ド標準案の設定

4)特 定メーカーとのEDIの 実施

【平成8年 度活動予定】

1)先 進の業界事例を参考に軽圧業界EDI標 準案の作成

・ビジネスモデル、標準メッセージ、データ項 目等の調査 ・整理

2)他 業界(特 に鉄鋼業界)のEDI推 進動向を把握 し、EDI実 現に向けた活動

以上
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6. (財)建 設業振興基金(CI-NET)

CI-NETの 検 討は昭和63年 に研 究会が発足 して以来、ユ ーザ ーであ る総合建 設業者、専門建設業者、資

材納 入業者 に、サ ポー トにあたるVAN会 社 や ソフ トウェアベ ンダーが加 わ った、有志 のボ ランティア会

員(平 成8年5月 末 現在78社)に よって、EDIの 建設産業標準(CI-NET)の 策定作業が行 われ て きま した。

この会員構 成 は産 業全体 の意 向が反 映す る もの となってお り、標準 が取 り引 き関係 や企 業規模 に係 わ らず

広 く利用 され る もの とな るよ うに配慮 され ています。

1.CI-NET標 準 の概 要

(1)CIIシ ン タックスル ール準拠

CI-NETは 当初 か らCIIシ ンタックスルール準拠 を前 提 に開発 して きて います 。 また、建 設産業では

特 に図面(CAD)デ ー タ伝送 のニーズが高 く、平成5年3月 のCHシ ンタ ックスルール改訂 を踏 まえて

CADデ ータ等 のバ イナ リーデー タの伝送 を可能 とする よう、 ビジネス プロ トコル を改訂 しました。

(2)標 準 メ ッセージ

従 来の見 積 、注文 、納 入 、出来 高、請求、支払 メ ッセージにCADデ ー タ封筒 メ ッセー ジ、標準 単

位 コー ド第 一水準 を追加 した 「標準 ビジ ネス プロ トコルVer.1.2」(15,450円)を 平成6年11月 に公表

しま した。

2.実 用化 の現 状

現在、専 門委 員会 の一 つであ る実用化推 進委員会 におい て、各業務毎 にWGを つ くり組織 的に延べ約

100社 間でCI-NET導 入の ため の 「実用化 を前提 とした試行(ト ライアル)」 を行 ってお り、すでに一部 は

実 用 に入 ってい ます。

3.今 後の展開

建設省 にて、今後15年 間の建設産業の進むべき道を示す 「建設産業政策大綱」及び、それをブレイクダ

ウンした第一期の5ヶ年計画である 「構造改善戦略プログラム」が平成7年 度当初 に相次いで公表されまし

たが、そのいずれにおいても情報化の推進が重要施策とされています。具体的にはOA化 の推進、CAD、

EDI、CALSの 活用が掲げられ、これ らの推進主体 として当基金が指名 されています。 また、発注者とし

ての建設省が、建設費の縮減 と公共施設の品質確保 ・向上を図るため 「公共事業支援総合システム研究会」

を発足 させましたが、これをサ ポー トするメンバーとして当基金 も参画 しています。

さらに、平成8年度6月 当基金が発起人 とな り、通産省の 「企業間高度電子商取引推進事業 」の一環 と

して 「建設CADデ ータ交換 コンソーシアム」を設立 しました。STEPに 関する検討、CADデ ータ交換に関

する技術的検討は、このコンソーシアムを中心に行ってい くこととな ります。

連絡 先(財)建 設業振興基 金 建設産業情報化 推進 セ ンター

〒105東 京 都港 区虎 ノ門4-2-12(虎 ノ門4丁 目森 ビル2号 館)

TELO3-54734573FAXO3-5473-1593

【平成7年 度 活動実績 】

● トライ アル実施 の拡大(延 べ約100社)

●CI-NETコ ー ド(ト ライアル用資機材 中間 コー ド)の 策定(約15万 種)

●通信手順 、CALSに 関す る調査 、及 び、 その他技術 的な問題への対 応

●設備CADデ ータ交換用 フォーマ ッ トの検 討及び トライアル

●CI-NETシ ンポジウム'96TOKYO開 催(平 成8年2月)

【平成8年 度活動予定】

●実用化 トライアル実施の拡大

●高速伝送手順の検討

●公共発注者等 とのCADデ ータ交換 ガイ ドライン策定の検討

●CI-NETシ ンポジウム'960sakaの 開催(平 成8年9月)
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7.(社)鋼 材 倶 楽部 (THEKOZAICLUB)

社団法人鋼材倶楽部は、昭和22年12月 に設立 された鉄鋼業界の全国的な組織 で、主要なメーカーと流

通を担 う商社で構成 された、国内はもとより諸外国にも例 をみないユニークな業界団体です。(会 員:メ ー

カー43社 、商社76社)

鉄鋼は産業発展 と国民生活の向上に欠 くことので きない基礎資材です。当倶楽部は鉄鋼の需要 ・流通に

関する調査 ・分析、統計資料の作成整備な らびに情報の収集 を通 じて鉄鋼需給の円滑化、適正化 につとめ

るとともに、建築 ・土木 ・海洋開発等の分野における鉄鋼の新市場開発 とその有効 な利用促進を図ること

により、国民経済の健全な発展 に貢献 しています。

標準化活動に関しましては、昭和43年 か ら帳票コー ド委員会(現 、鉄鋼流通情報化委員会)に て鉄鋼メー

カー ・商社間における受発注、送状兼請求情報等の標準化 を進め、一定の成果を収めてまい りましたが、

平成2年 ～5年 には鉄鋼 ネットワーク研究会 と連携 しながらEDI標 準の集 中開発 を行いました。また、平成

6年以降は、鉄鋼EDIが 実用化 フェーズに移行 したのを踏まえ設置 された 「鉄鋼EDIセ ンター」((社)鋼 材

倶楽部/鉄 鋼流通情報化委員会の下部組織)に おいて、標準の開発 ・維持管理 ・調整活動 また鉄鋼業界の

対外窓口としての活動 を実施 しています。

(EDIに ついて取組状況)

現在は、 「鉄鋼EDI標 準」 を基 にEDIの 実運用の拡大のための、①業界内の鉄鋼EDI適 用に関する合意形

成、②対面業界 との標準内容の調整を軸 とした活動 を実施 中。

連絡先 (社)鋼 材倶 楽部 情報 開発部EDI推 進課

〒103東 京都 中央 区 日本橋茅場 町3-2-10鉄 鋼会館2階

TELO3-3669-4820FAXO3-3639-5249

(社)鋼 材倶 楽部 鉄 鋼EDIセ ンター(事 務所)

〒103東 京都 中央 区 日本橋 茅場町3-2-10鉄 鋼 会館4階

TELO3-3669-5711FAXO3-3669ト ー5798

【平成7年 度活動実績】

鉄鋼流通情報化委員会(委 員長:宮 本盛観(新 日本製鉄(株)営業総括部長))/鉄 鋼EDIセ ンターにて

実施。

(1)主 な活動

[標準の開発]
・3標準メッセージの開発(検 収情報/注 文情報B/注 文残高情報)他

[標準の実効性の確認]
・業際パイロットモデル調査研究開発事業として

、 「請求支払EDI」 のコンセプ トの検討ならびに予備

実験(商 社/コ イルセンター間)を 実施

[業界内の合意形成]
・特殊鋼倶楽部 と標準化項 目の調整を実施

・全国コイルセンター工業組合へのEDI化 促進のための提言
、普及活動を実施

[対面業界 との標準化 内容の調整/EDI化 の促進]
・日本電機工業会 との業際EDI共 同研究開始

・自動車メーカー1社、製罐メーカー2社 とEDI開 始

[その他]
・東南アジアのバ ーコー ド/EDI実 情調査

・ 「EDICOM95」(ク アラランプール)へ の参加
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【平成8年 度活動予定】

(1)主 な活動 計画

[標準 の 開発/維 持管理]

・特殊鋼分 野 における適用研 究 の標準 への組入れ

・品質 メ ッセ ージの鋼種統 合化/棒 線以外 の条鋼 品種 への展 開

・バ ーコー ドに関す る基礎研 究(二 次元バ ー コー ド等)

・標 準書 の全面 改訂

[標準の実用化]

・特殊鋼倶 楽部 との連携(標 準 メ ッセージの統一)

・全 国 コイルセ ンター工 業組合 との連携(標 準納 品書の作成)

・日本 電機工 業会 との業 際EDI化 共 同研 究 他

[そ の他]

・東 南 アジア 日系 コイル セ ンター とのEDI化 に関する具体 的検 討

(2)開 催予定 のセ ミナー な ど

・鉄 鋼EDI説 明懇 談会(4回 程 度)

(3)そ の他
・ 「EDICOM'96」(ニ ューデ リー)へ の参加
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8.(社)港 湾物流情報 システム協会(POLISA)

[設 立]平 成5年(1993年)6月11日

[沿 革]

わが国にコンテナ船が初めて寄港 した昭和42年 を境に海上貨物輸送は年々大型化、高速化、多頻度化、

荷役時間短縮化が図られるようにな り、港湾物流関連業界は船積み手続き業務の迅速化、大量かつ集中す

る書類の効率処理のため電算化を進めてきました。 しかし、関連業界間で受け渡される書類には使送便や

再入力作業 を伴い、さらに転記 ミスや再入力 ミスがあり効率化 を妨げる要因 となってきた。これを解決す

るため港湾物流情報システムの開発研究が昭和49年 に始ま り、異なる企業間をオンラインで結んで船積関

係書類の情報を授受するSHIPNETS構 想が昭和55年 に提唱 された。これに船社、海貨、検量、検数の四業

界が参加して5年 間に亘 り設計、開発、実験を行い昭和61年(1986年)4月 任意団体 として 「SHIPNETS

センター」が発足、 日本で初めての異業種間EDI(電 子データ交換)事 業を開始 しました。

世界標準UN/EDIFACT(国 連/行 政、商業および運輸のためのEDI)の 導入、普及が欧米で進み、わ

が国の港湾物流分野 も的確な対応 を迫られて きました。 この様 な背景の下、EDI支 援システムの開発、

導入、啓蒙普及 を総合的に推進する中核体 として 「SHIPNETSセ ンター」か ら(社)港 湾物流情報システ

ム協会に改組され、平成5年6月 運輸省の認可を得て事業を開始 しました。

[組 織]役 員28名(会 長 、常 勤理事 、理事、監事)

会員:正 会員156社 、準会 員8社 、賛助会員6社 事務局9名

[事 業]

(1)港湾物流の効率化 を図るための情報システムに関する

① 調査 ・研究 ・開発 ② 情報の収集 ・提供

③ 研修 ④ 相談 ・指導

⑤ 刊行物の発行 ⑥ 運営 ・保守管理

⑦ 啓蒙 ・普及

(2)その他、港湾物流 に関わる事業の健全な発展 に寄与するために必要な事業

[展 望]

運輸省は事業者が連携 して行 う電子計算機の利用の態様、その実施の方法及 びその実施 に当たって配慮

すべ き事項についての指針 を策定 し、公布 しました(告 示第394号 〉。この告示により、国際物流ED

I導 入 ・推進のため物流EDI推 進機構が発足 し、その国際部門である国際物流EDI推 進部会の事務局

として当協会が指名 され、実用化推進事業を担 うことにな りました。

これからの情報化 コンセプ トは、対象業務として輸出、輸入、NVOCC(海 上運送利用業者)も あり、

さらに船舶管理、コンテナ管理 も包含 し、対象船 はコンテナ船だけではな く、在来船、自動車船 も含み、

日本のすべての港で、税関、船社はじめあらゆる物流関連業界、省庁をリンクする港湾VANを 整備 して、

EDI化 を実現することにあ ります。既存の共同利用型ネットワークを機能改善 した上で、関連ネットワー

ク(POLINET/S℃NET!S.FNET)を 相互接続する 「港湾VAN」 を整備 し、活用 してい くことを研究 してい

ます。さらに、平成11年10月 に更改予定の海上貨物通関システム(SEA-NACCS)と の相互接続 も重要な検

討課題と位置付け、研究作業を進めています。

このようなEDI推 進の展望を踏まえ、港湾VANの 中核を目指 して協会はPOLINET中 期整備計画を

策定 し、平成8年 度から具体的な整備事業の推進に着手 しています。

また、EDIの 意義 ・必要性 ・導入方策等 について啓蒙普及 を強力に図り、港湾物流に携わる各種企業

がその推進に必要とする人材確保などを支援すると共に、ネッ トワークの参加者、業種の拡大、利用促進

を図るために、EDIに 必要なパソコンベースの汎用変換 ソフ トウエアの導入ガイ ドラインの作成、開発、

提供事業を進めています。

連絡先(社)港 湾物流情報 シス テム協会

東京都 中央 区八 丁堀4-7-6第 二東邦 ビル5階

TELO3-3555-8777FAXO3-3555-8779
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9.(財)国 際 情報化協力 セ ンター(CICC)

財 団法 人国際情 報化 協力 セ ン ター(略 称CICC)は 、情報化 を進 めよ うとす る国 に対 す る支援 ・協力 を

推進す る 目的で、1983年6月1日 に設立 され ま した。先進国 にお ける情報 化の進展 は目覚 ま しく、経 済社会

の発展 に大 きく寄 与 してい ますが、 これ らの国々の情報化 は著 しく立 ち後れてい ます。 この ため、情報化

の推進 を図るため、次 の様 な事 業 を行 ってい ます。

■情 報技術 コンサ ルテ ィング

各 国の情報化 のための イ ンフラス トラクチ ャー となる ような プロジ ェク トに対 して、その計画立案 の

段 階か ら技術 的内容 に関す る コンサ ルテ ィングのため、双方 の専門家 の派遣 ・招聰 に よる意見 交換或い

は調査 の実施 な どを行 ってい ます 。

■共 同研 究開発

各 国 と共同 して情報技術分 野 で、次 の3つ の共同研 究 を行 ってお ります。

1.簡易操作型電子 設計 ・生産 支援 シス テム(MATIC)に 関す る研 究協 力

中国、イ ン ドネ シア、 シ ンガポール、マ レー シア、 タイ との共 同 プロジ ェク ト

2.ア ジ ア環境 情報 ネ ッ トワーク に関す る研 究協力

イン ドネシア との共同 プ ロジェク ト

3.「近 隣諸 国間の機 械翻訳 システム」 の共 同研究 開発 の フォロー ア ップ事業

中国、 イン ドネシ ア、 シ ンガポ ール1マ レーシ ア、 タイ との共同 プ ロジェ ク ト

■ コンピュー タ ・シス テム技術 研修

1.国 内研修

各 国か らの研 修生 を 日本 に招聰 して技術研 修 を実施 してい ます。

上級 システムエ ンジニ アコース、 アプ リケ ーシ ョンエ ンジニア コース、専 門技術 コース

2.現 地研修

■ 情報技術 の国際標準化 推進

アジア諸 国が情報技術 の標 準化 につ いて各国間の意見 の交流 を深 め る場 と して、 アジ ア情報技術 標準

化 フォーラム(AFSIT)を 主催 して い ます 。

■ 国際交流

「二国間情報化協力 会議 」 を開催 し当該相手 国の情報化推 進 を支援 しています。 また、東南 アジ ア地

域 コンピュー タ連合(略 称SEARCC)と 共 同でアジア ・オセ アニ ア地域の問題 を検 討す る専 門部会 を開

催 するな ど緊密 な連携 を持 ってい ます。

■調査 ・情 報提供

各 国の政府 機 関や関係機 関 な どとの密接 な連絡 の もとに、各 国の情 報化 に関す る情報、デ ータ、文 献

な どの整備 と分析 を行 って、賛助会員 への情報提供 サー ビス を行 ってい ます。

■ 出版 ・イ ンターネ ッ トによる情報発信

定期刊 行物、各種調査 レポー ト、 ホームページ(http:〃www.cioc.or.jp)

連絡 先(財)国 際情報化 協力 セ ンター

〒108東 京都 港区三 田3-13-16三 田43森 ビル15階

TELO3-3457-0941FAXO3-3457-0944

【平成8年 度活動予定】

第10回AFSIT/二 国間情報化協 力会議/

SEARCC96(タ イ)参 加 等
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10.(財)国 際 ロボッ ト・FA技 術 セ ン ター(IROFA)

IROFAは 、 ロボ ッ ト ・FA(FactoryAutOmation)技 術 に関す る基盤技術 の研 究 開発 、国際共 同研 究の推

進、標 準化 の推進等 を図るこ とによ り、 ロボ ッ ト ・FA技 術の フロ ンテ ィアの拡大 に貢 献 し、ひいては我

が国及 び国際経済社会 の発展 に寄与す るこ とを目的 として、'85年6月 に通商産業省 の認 可を得 て設立 。ま

た、tgO年4月 には、21世 紀 を指 向 した次世代 高度 生産技術 の開発 を行 うIMS国 際共 同研究 プログラムの推

進 を図 るため、付置機 関 として、IMSセ ン ターが設置 され た。

現在 、実施 してい る主 な事業 は、

1.基盤技術事 業 と して、①組 立 自動化 システム(高 度 パ ラ レル メカニズム ・3次元視覚 シス テム)、 ②

フ レン ドリ ・ネ ッ トワークロボ テ ックス、③ インバ ースマ ニュ ファクチ ャ リングシス テム等 の調査研

究 開発

2.国 際共 同研究 事業 として、IMS国 際共 同研 究 プログラムの推進

3.標準化事業 と して① 生産時点情報 管理技術(POP)の 調査研 究 、②ISO/TC184(国 際標準化機構/産

業 オー トメーシ ョンシス テム と統 合)へ の参 加

4研 修事業 として、各県 のテ クノポ リス 開発機構 等 との共催 によるロボ ッ ト ・FA技 術 者 を対 象 とす る

教 育研修 の実施

5調 査事 業 として、① 欧州 にお けるロ ボ ッ ト ・FA技 術 動向、② アジアにおけ る生産 シス テムの高度化

等 に関す る調査研 究の実施

6.FAの オープ ンシステム環境 の確立 を 目的 として、平成8年 度 「FAオ ープ ン推進協議会」 を設置 し、①

分 散型生産 シス テム構 築技術 の開発 、② 通信 環境の 開発、③FAコ ン トローラの標準仕様 の 開発等 を

実施

連絡先(財)国 際 ロボ ッ ト ・FA技 術 セ ンター 総務 部(大 湯)

〒105東 京都港 区愛宕1-2-2第9森 ビル

TELO3-5472-2561FAXO3-5472-2567
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11.写 真業界流通情報 システム協議会(CPTI)

写真業界では、1987年2月 にビジネスプロ トコルの標準化を検討することを目的とし、*写 真関係6団 体

によ り 「写真業界流通情報システム化懇談会」が設立されました。

この懇談会で、 とくに取引伝票、取引コー ド、データ交換 フォーマッ ト及び伝送制御手順の4テ ーマに

ついて標準化作業が開始 されま した。この標準化作業はその後同懇談会から 「写真業界流通情報システム

協議会」に受け継がれ、今 日に至っています。

この協議会でこれまでに標準化 された事項は以下の9項 目です。

(1)伝票の標準化(写 真業界統一伝票)

(2)商 品コー ドの標準化(JANコ ー ド)

(3)取 引先コー ドの標準化(共 通取引先コー ド)

(4)伝 送制御手順の標準化

(5)デ ータ交換 フォーマッ トの標準化

(6)デ ータ交換規約の標準化

(7)デ ータ交換運用諸規則の標準化

(8)DP専 用 インス トアーコー ドの標準化

(9)JANコ ー ド等商品情報連絡用フォーマッ トの標準化

1996年4月 発行 の総合マニュアル改訂第4版 に追加された事項は以下の2項 目です。

(1)品名標記の標準化

(2)DP製 品に関する標準化

現在は以下の3項 目を中心に活動 してい く予定です。

(1)写 真業界ネッ トワーク構築 に関する調査研究

(2)写 真業におけるインターネット活用の研究

(3)ラ ボ関係 に関する標準化作業

なお、DP製 品標準 コー ド体系がまとまり、今後 ラボ業界で全国的に使用されてい く予定です。

*写 真関係6団 体:

・全 日本写真材料商組合連合会

・日本写真映像用品工業会

・写真流通商社連合会

・写真感光材料工業会

・全 日本カラーラボ協会連合会

・日本写真機工業会

連絡先 写真業界流 通情報 シス テム協議会(日 本写真機工 業会

〒102東 京都千代 田区一番 町25JCIIビ ル

TELO3-5276-3891FAXO3-5276-3893

国内業務部)
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12. (財)住 宅産業情報サ ービス (HIIS)

1.事 業概要

当財団は昭和46年11月 に設立 されました。主な事業概要は次の通 りです。

(1)住宅情報提供事業:住 宅生産、資材流通、経営管理に役立つ内外のカレン ト情報、あるいは基礎

的資料を定期的に発行 します。(月 刊 「住生活」等)

(2)ハンドブック作成等事業:最 近の内外住宅統計 を収録 した住宅ハン ドブックを発行 します。

(3)工業生産住宅品質向上対策事業:工 業生産住宅等品質管理優良工場等認定規定に基づき、優良な

工場の認定を行います。(通 商産業大臣に登録 した認定事業)

(4)住宅産業のあ り方に関する調査研究事業:住 宅産業技術革新、高度情報化のめざましく進展する

国際化社会の中にあってライフスタイルの変化 に対応する諸問題を、学識経験者からなる委員会 を

設置 し調査研究を行います。

(5)HIIS-NET'wa報 事業:通 産省告示第172号(住 宅設備機器等流適業における電子計算機の連携利用に

関する指針)の 実施体制機関として住宅産業界における電子情報システムのネットワーク化による

情報事業 を行います。

2.EDIに ついての取組経緯

昭和62年 に委員会 を発足 させ 、住 宅産業界 にお ける業界標準 の作成 事業 を進めて きた結 果、平成4年8

月 に標準 ビジネスプ ロ トコルVER.1.0を 完成 しま した。

続い てセ ミナー、説 明会等 の普及 ・啓 蒙活動 、マス コ ミに対 する発 表等 の広報活動 を行 いなが ら、各

企業へ の参加勧誘 を行 い、平成5年9月 よ り トライ アル実施、 同年12月 よ りHIIS-NET情 報事業 として稼

働 を開始す る段階 に入 りま した。平成8年6月 現在 、メー カー3社 、商社2社 、問屋2社 、合 計7社 の 間で出

荷 情報の交換 を実施 してお ります。

また平成8年2月 には、住 宅産業情報 システムネ ッ トワーク説 明書 を改定 し、普及 ・啓蒙 に努 め てお り

ます。

3.EDI推 進協議会 に期待 す ること

(1)EDI導 入費用 に対 す る特 に中小企 業向けの強力 な支援 策(PR、 助成等)の 実施促 進

(2)既存 の各企業 垂直VANとcn-EDIサ ー ビス とのか かわ り合 いについての研究体制確立 とその方向性

の提示

(3)CIIシ ンタックス ルール にお ける リアル タイム処 理 ルールの早期 開発

連絡先(財)住 宅産業情報 サー ビス 業務 第2部

〒105東 京都港 区虎 ノ門1-23-・7第23森 ビル

TELO3-3502-8541FAXO3-3503-1339

【平成7年 度活動実績】

平成7年6月

8月

平成8年2月

2月

・HIIS -NET利 用拡大委員会 開催 、EDI普 及啓蒙活動 の アップを図る。
・大手流 通企業(ホ ールセ ラー)グ ルー プ との間で、端末共有化 の共 同研究 を開始。

・住宅産 業情報 シス テムネ ッ トワーク説明書 を改定。
・住 宅 産業 に係 わ る高度 情報化 調査研 究委員 会 におい て

、EDIア ンケー ト調査 を実施。

【平成8年 度活動予定】

平成8年4月 ・建材産業情報化研究開発事業(略 称KISS)に 参加。
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13. (社)情 報サー ビス産業協会(JISA)

(社)情 報サー ビス産業協会は、情報サ ービス産業の全国的な業界団体として、昭和59年 に通商産業

省の認可を受けて誕生 し、その前身である(社)ソ フトウェア産業振興協会 と(社)日 本情報センター協

会の時代か ら数えると25年の歴史を有 してお りま す。会員数は平成8年5月31日 現在で正会員540社 、賛助

会員83社 の計623社 で構成 されています。

当協会は日本の有力なソフ トウェア企業や情報処理サービス企業を網羅 し、業界の地位向上 と経営の

高度化 に基本理念 をお き、20の 委員会、その他懇談会、研究会、地区会等 を擁iし、①会員のビジネス ・

サポー ト②新規市場の開拓③業界内外の交流の場の拡大等、国内はもとより国際的にも活発な活動を展

開 してお ります。

情報サー ビス産業がさらなる発展を遂げるためには、EC/CALSあ るいはインターネットの普及など、

社会や産業、個人 にまで及ぶネットワーク化の進展のなかで、 「情報技術を活用 した日本経済の活性化」

に貢献することが重要であ り、そのためにEDIは もとよりネットワーク関連事業全般について以下のよ

うな活動 を展 開してお ります。

特 に、平成7年 度 はEDIを 含 む広 い概念 と してのEC/CALに 注 目 し、ソフ トウェ アCALS委 員 会 を設置

し、システム構 築取 引 にお け るCALS適 用 につい て検討 す る とともに情 報通信委員会 では インターネ ッ

トに焦点 を当て、今後の情報 通信 イ ンフラとしてのインター ネッ トの将来性 に関する検討 を行い ま した。

連 絡 先(社)情 報 サ ー ビス 産 業 協 会

〒135-73東 京 都 江 東 区 青 海245タ イ ム24ビ ル17階

TEL:03-5500-2610FAX:03-5500-2630

ホ ー ム ペ ー ジ:httP:〃www.jisa.or.jp
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14.(財)情 報処理相互運用技術協会(INTAP)

INTAp(lnteroperabilityTechnologyAssociationforInfomationprocessing,Japan)は 、昭和60年(1985年)に

通商産業大臣の認可 を得 て設立 され た公益法 人です 。

本財 団は、情報処理 におけ る相 互運用技術 に関 して、研 究開発、調査研 究、普及啓発 等の行 うことに よ

り、情報 技術 の進展お よび情 報処理の振興 を図 り、 もって情報化 社会の健 全 な発展 に寄与す るとともに我

が国産業、経 済 の発展 お よび国際社 会へ の貢 献 に資す る ことを目的 と してい ます。

① 次 世代 ネ ッ トワーク技術 に関す る調査研 究

近未 来にニーズが顕在化 する と予見 され る情報通信基盤 お よび超 高速ネッ トワークにつ いて、イ ンター

オペ ラビリテ ィの確保 の視 点か ら調査研 究 を行 う。

② 新 しいネ ッ トワーク環境 に対応 した実装規約 の開発

開発 した実装規約 はJIS(別 冊参考)と して公 開す る とともに、AOWに 討議用原 案を提出 し、国際標

準 プロフ ィル(ISP)と してISOに 寄書 す る。

③ 実装規約 に準拠 す る権 威 ある評価技術 の確立 とサ ー ビス の提供

国際性 のある製品評価 の試験検 証技術 を確立 し、通商産業大 臣告示 に基づ く認定試験 テス トサ ービス

を提供す る。

④ ネ ッ トワー ク製 品の評価 技術 と相互 運用性 の推 進お よびテス トベ ッ ドの整 備

相 互運用性 の確保 のための規格 適合性 試験 と相 互運用 性試験お よびテス トベ ッ ド機能 を整備 す る。

⑤ コン ピュー タネ ッ トワーキ ングの相 互運用性確保 に必要な実装規 約 と品 質評価 技術 についての国際

協調

(イ)ア ジア ・太平洋 ワークシ ョップ(AOW)の 主催、(ロ)相 互運用性の評価技術 と国際調整

⑥ インターオペラビリティ技術 に関する普及広報

会報(INrAPジ ャーナル)の 発行、セミナーの開催等により相互運用性技術の普及 を図る。

当協会は上記事業に賛同いただ く企業団体で構1成され、平成8年6月 現在の会員数は42で す。

連絡 先(財)情 報処理相 互運用技術 協会 総務部

〒160東 京都新宿 区大京 町24住 友外苑 ビル3階

TELO3-3358-2721FAXO3-33584753

ホームペ ージ:httP:〃www.intap.or.jp

【平成7年度活動実績】

実装規約の開発、製品の規格適合性試験サービスおよび相互運用性試験環境の整備等の事業を国際標準

(開放型システム間相互接続)お よび(lefact標準 との共存、融合を視野に入れて行った。

①実装規約は第4版 を5種類公開したほか、現実の技術環境に対応 して新 しい実装規約(ATM、 ディマ

ン ドプライオリティLAN、100BASE-X)の 開発 に着手 した。

②情報処理のグローバルな相互運用性を実現するためのONSの 開発を行った。ONSは 企業間ED】ノEC等

基幹業務のセキュアな通信の基盤技術 となる。

③試験検証センター(Icrc)は 、試験サービスの簡素化 を行い、サービス運用基準の変更を行った。

【平成8年度活動計画】

①セキュァでオープンなネッ トワークシステム構築のための技術の確立

②GII推 進のための基盤整備に対する貢献

③実利用 に向けた規約整備/ソ フ トウェア試作等の推進
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16.石 油化 学工業協会(PCA)

石油化学工業は、石油や天然ガスを原料 として合成樹脂、合成繊維原料、合成 ゴムなど多種多様な化学

製品を製造 し、その用途は自動車、家電、 日用雑貨等あらゆる分野に使われ、国民生活の向上に大 きく貢

献 しています。石油化 学工業協会は、昭和33年6月 に設立 され、現在石油化学製品の生産会社 を中心 とし

た33社 の会員により構成 してお ります。事業内容は、会員相互の親睦、連絡 、協調を図 り、石油化学産業

に係わる種々の問題 について調査研究、情報収集、意見の発表及び関連業界 との連絡等を行ってお ります。

当協会のEDI推 進活動 に当た っては、情報通信委員会、 ビジネスプロ トコル小 委員会において、昭和60

年8月 よりビジネスプロ トコルの標準化 について検討を開始 し、二度に亘るモデル案の策定を経て、平成2

年2月 に石化協標準 ビジネスプロ トコル(JPCA-BP)を 設定致 しました。その後、CIIシ ンタックスルール

への対応、(社)日 本貿易会 との会合を重ね、平成4年7月 より同標準に基づいた大手総合商社 との本格的

な電子取引が開始されま した。

また、中小企業への情報化推進活動 として、平成5年10月 には、大手商社以外の専門商社 を対象 とした

パソコン用受発注 パ ッケージソフ ト(JPCA受 発注パ ッケージ)を 開発 し、その運用 ・維持管理に努め て

お ります。

さらに、平成8年度 か らは、通産省の 「企業間高度電子商取 引推進事業」に参画 して、上記既存シス テ

ムの高度化 ・多様化 を図る とともに、物流標準EDIの 推進、さらには電子マーケッ トへの対応について具

体的検討 ・作業を進めてお り、今後の石油化学業界 における重要テーマ として、その推進を図っていきた

いと考えてお ります。

最後に、本協議会がEDI普 及 に関する牽 引車とな り、国内外にわたるEDI導 入が早期化 され、今後ます

ます関係省庁や団体等、業際間における意見交換の場 となることを切望 してお ります。

連絡 先 石油化 学工 業協会 総務部

〒100東 京都 千代 田区内幸 町2-1-1飯 野 ビル

TELO3-3501-2151FAXO3-3501-3895

【平成7年 度活動実績】

・JPCA-BP 、JPCA受 発注パ ッケージの運用管理等
・物流EDI検 討

・日本貿易会 との情報交換会の実施

・EDI推進協議会主催 「平成7年 度普及研修会」参加

・EDI実務担当者研修会の実施

【平成8年 度活動予定】

・石 油化 学業界 におけ るエ レク トロニ ック ・コマースの推進

・JPCA-BP 、JPCA受 発注 パ ッケ ージの運用管 理等

・EDIに 関する内外 の動 向把 握 及び調査 ・分析

・情報 関連団体 の各種委員 会へ の参加 ・協力

・JPCA -RDBの 構 築
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17.石 油 連盟(PA)

石油連盟(PetroleumAssociationofJapan)は 、1955(昭 和30)年11月 、我 が国の石油精製 ・元 売会社 、

すなわち、原油 の輸入 ・精 製、石油製 品の全 国的な販 売 を行 ってい る企業の団体 として創 立 され、現在 、

24社 の会員会社 で構城 されてい ます。

我が国の産業活動 や国民生活 に とって、一次エ ネルギー供給 の約60%を 占め る石油 は、重要な基礎物 質

です。 しか し、必 要 とす る原油 の99.7%を 中東 を は じめ とす る海外 の産油国か ら輸入 してい ます。 この た

め、石油の安定供給 の確保 は、我が 国のエ ネルギー政策の重要な課題 となってい ます。

石油連盟 は、内外 の石油情勢 を的確 に把 握 して適切な対 策 を講 じるこ と、石油お よび石油産業の社会 的

重要性 につ いて広 く理解 を得 るこ とな どを重 要な業務 としてい ます。

石油連盟の組織 は、最高決議機関で あ る理事 会の下 に常務会、さ らにその下部 に政策 、調査 、環境安全 、

技術 、財務 、石油税 制、運輸、広報 、備 蓄 、空港 の10委 員会、36小 委員会 ・専 門委員会 を もち、 そのほか

に石油連盟会員会社 以外 の参加 ・協力 を得 て組織 され る三つの付置機構 を加 えて、全体が構成 され てい ま

す。事務局 は、総務 部、技術 環境部 、財務 部 、内国調査 部、外 国調査部、広 報部、油濁対 策部で構成 され

てお り、企画 、調査 、調整、PR等 、多 方面 にわ たる業務 を行 ってい ます。

石油は一次エネルギーの大宗をなしてお り、あ らゆる経済主体 と密接な関係 をもち、国民生活を支える

役割を果たしています。このため、石油の安定的、効率的供給体制を確立 していくことは石油業界 に課せ

られた社会的使命 といえます。特に燃料油については多 くの産業界 と取引関係にあり、その受発注業務等

の効率化のためにもEDIを 核 とする高度情報化 システムの構築が不可欠 と考え られるようになってきま し

た。そのためには関係業界が産業全体 にも及ぶ規模であるとい う実態に即 して、業種 ・業態横断的に使用

可能な関係各業界 によるコンセンサスによる 「標準メッセージ」を開発する必要があります。

当連盟では、このような状況をふ まえ、平成8年 度 より 「EDI専門委員会」を設置 し 「燃料油標準EDI」

の開発に着手いたしました。

連絡 先:石 油連盟(担 当:内 国調査 部内 国調査課)

〒100東 京都 千代 田区大手町1-94経 団連会館

TEI.03-3279-3814FAXO3-3242-5688

【平成8年 度活動予定】

・燃料油標準EDIの 導入に係わる準備(調 査 ・開発)
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18.(社)セ メ ン ト協 会(JCA)

1.事 業内容

(社)セ メン ト協会 はセメン ト製造会社 を会員 として昭和23年(1948年)2月 に設立された団体で、現

在の会員数は20社 です。事業の目的は、 「セメン トの生産、流通及び消費の増進な らびに改革を図り、わ

が国産業の発展 と国民生活の向上に寄与すること」で主たる事業は以下のようになっています。

①セメン トの生産、流通及び消費 に関する調査及 び情報提供

②セメン ト事業の合理化方策の推進

③セメン トに関する広報普及活動

④セメン ト及びコンクリー トに関する学術的 ・技術的調査、試験研究及 び技術的指導

⑤国会 ・政府等 に対する具申または答 申等

上記の業務 を遂行するため、理事会の下に10の委員会 を組織 し、さらにその下部組織 として各種専門委

員会を設け、数々の活動 を行 っています。

2.情 報関連活動

当協会 の情報化 の活動 は高度情報化 に対応するため、昭和59年10月 に 「情報化研究会」を発足させたの

をきっかけに、昭和61年5月 に情報推進専門委員会 を設置 し、 「セメン ト業界VAN推 進」の基本方針の下

に、昭和62年7月 より当協会 と加盟各社 との間に 「ネ ットワーク」 を構築 し、セメ ン ト需給関係統計調査

を中心に、データの迅速かつ正確な集計処理等の活動を行 っています。

3.EDIと しての取 り組み

平成5年4月 より情報専門委員会の下部機関の情報企画部会 として引継 ぎ、各産業界業界団体のEDI動 向

等の情報 を収集、研究 してお ります。

連絡 先(社)セ メ ン ト協会 調査 部

〒104東 京都 中央 区京橋1-10-3服 部 ビル4階

TELO3-3561-8633FAXO3-3567-8570

【平成7年 度活動実績】

・情報専 門委 員会

(1)FAXサ ー ビスス ター ト

(イ)定 期 帳 表FAXサ ー ビス

(ロ)文 字情報 サ ービス

(2)FAXサ ー ビスの能力 アップ

電話 回線 を2.5倍 へ

【平成8年 度活動予定】

・情報専門委員会

・建材産業情報化研究開発事業に参加 し業務協力

・前年度業務の継続予定
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19.繊 維産業構造改善事業協会(TIRA)

当事業協会は、昭和42年9月1日 に特定繊維工業構造改善臨時措置法に基づき設立されました。設立以来
一貫 して繊維工業の構 造改善業務を担当 してお り

、平成6年 か らは小売業を事業対 象に含めると共に、名

称を繊維産業構造改善事業協会に改め、構造改善事業の支援の他、繊維産業振興のための需要開拓、取引

の適正化、情報の収集 ・提供、情報化に関する調査研究などの事業活動を展 開してお ります。このうち、

情報化に関する事業は、平成5年12月 に繊維工業審議会及び産 業構造審議会から通商産業大臣に答申され

ました新繊維 ビジ ョン 「今後の繊維産業及 びその施策の在 り方」 を受けて、平成6年 度か らクイックレス

ポンス(QR)を 実現する上で不可欠な繊維産業情報 ネットワーク構築のために必要な基盤整備事業とし

てQR基 盤整備委員会 を設置 し、QRコ ー ドセ ンターの構築、EDIの 標準化 及びPOS情 報分析システムの開

発などを行 っています。また、平成7年 度 にQRに 基づ く繊維産業における情報化 を一段 と加速するため

EDIを はじめ とする情報技術 を活用 して生産 ・流通 を短縮 ・効率化す るTnp事 業(繊 維産業革新基盤整備

事業)を 開始 しました。さらに、平成6年9月 に設立 されま したQR推 進のための業種横断的組織 であるQR

推進協議会(会 長 瀧澤 三郎)の 事務局 として事業運営の支援 を行 っています。

連絡 先 繊維産 業構 造改善事 業協会 繊 維 フ ァッシ ョン情報 センター

〒105東 京都港 区西新橋1-6-21大 和銀行 虎 ノ門 ビル6階

TELO3-3503-7791FAXO3-3503-7838

【平成7年 度活動実績】

'QR基 盤整備委員会 による審議

・本委員会 参加企業数40

・14専門委員会 参加企業数213(延 べ)

・皿IP事業の推進

・QR推 進協議会 による標準化、普及事業

【平成8年 度活動予定】

TIIP事 業の推進及 びQR基 盤整備 委員会並 び にQR推 進協議 会の運営 を行い ます。

主な活動項 目は、以下の とお りです。

・皿IP実 証実験 ネ ッ トワークの構築 、運用

・EDI対 応業務 システム の開発

・QRコ ー ドセ ンター ・シス テムの試行 運用

・EDIの 試行運用 ・評価(平 成7年 度標準 メ ッセージ作成分)

・EDI標 準 メ ッセージの作成

・POS売 れ筋分析 シス テムのシステム開発

・TAリ ンケ ージ用EDIの 試行運用 ・評価

*QR推 進協議会

総会員数315(法 人会員201、 団体 会員60、 賛助 会員54)
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20.全 国 コ イ ル セ ン タ ー工 業 組 合

[工業組合の概要]

全国コイルセンター工業組合(理 事長:稗 田晃也 大阪鋼圧(株)代 表取締役会長)は 、薄鋼板切断加

工業者(コ イルセンター)の 全国団体で、鉄鋼 メーカーが出荷する鋼帯(コ イル)を 自動車、電機、建材、

機械等広 く需要各産 業界 の必要 とするサ イズに切断加工 して安定供給する全国152加 工流通業者で組織 さ

れている。

コイルセンターの誕生は昭和30年 代 と比較的に新 しい業界で、昭和30年 代に任意団体 として全国組織化

され、その後わが国鉄鋼需要の増大に伴い派生する鉄鋼加工流通業界固有の諸問題解決を目的に、昭和56

年9月 中小企業の組織 に関する法律 に基づ く工業組合 に組織 を強化 し現在に至っている。

コイルセンターが切断加工 して需要各業界に供給 する鋼板量は、 ピーク時の平成2年度には2,340万 トン

を記録 し、国内全鋼材需要量7,640万 トンの30.6%を 占めるに至っている。

[EDIに 関す る活 動]

鉄鋼 ネッ トワーク研究会 のEDI標 準化研究活動に対応 して、当工業組合 として も薄鋼板流通に於ける中

核的業界 としての立場か ら、EDI標 準化 と整備 に取 り組む必要があるとの認識に立って、平成5年7月1日 、

技術部会の下部組織 としてEDI専 門分科会(分 科会長委嘱 ・奥澤明男理事 ・技術委員長 ・奥澤産業(株)

代表取締役社長)を 新設 した。

平成6年10月 、EDI基 礎研究の進展 に伴い、同専門分科会をEDI委 員会(委 員長 ・奥澤明男副理事長)に

改組、組織 を強化 して今 日に至 っている。

(1)EDI専 門分科会の基礎研 究活動

分科会 は設立後 、平成6年2月 まで、EDI標 準化 、 トランス レータ、バ ーコー ドにつ いて基礎 的研 究 を進

め、 「鉄鋼EDI標 準原案」(鉄 鋼 ネ ッ トワーク研 究会 編)の 理念 を尊重 して、 これ をベ ース に コイル セ ン

ター業界 の立場 か ら詳 細 な実行 案の研 究 を継続す る ことになっ た。 その研 究の一環 として、平成6年 はパ

イ ロッ ト ・モデ ル ・コイルセ ンター を数社 選定 してEDI標 準化事例 研究 を行 った。

(2)EDI委員会の実用化へ向けての活動

EDI委 員会は、 これまで重ねた基礎研究基盤に立って、鉄鋼ネッ トワーク研究会 と協力 して第2回パ イ

ロット・モデル ・コイルセ ンター事例研究を進めるとともに、 日本 自動車工業会、日本 自動車部品工業会、

日本電機工業会等需要各業界のEDI化 への取組みの現状についてヒアリングを実施 した。

以上の調査結果を総合して、同委員会は基礎研究の段階か ら実用化研究の段階を迎えたとの結論に達 し、

全組合員 を対象 に 「実施 に伴 う混乱 と多大な経費の投入回避」 を探るアンケー トを配布 した。この調査結

果は会報 「コイルセンター」(NO118一 平成7年7月 号)で 組合員に報告 した。

(3)組合員への啓蒙活動

全組合員にEDIの 知識 を普及す るため、研究成果報告会を平成7年7月 に東京、10月 に大阪で開催 した。

今後 も随時必要に応 じて開催する方針。

連絡 先 全 国 コイ ルセ ンター工 業組合事務局

〒104東 京都 中央区 日本橋 茅場町3-2-10鉄 鋼会館

TELO3-3662-6590FAXO3-3662-7674
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【平成7年 度活動実績】

(1)組合員 に対 す る報告会等 の啓蒙活 動

前年度 に鉄鋼 ネッ トワーク研究会 と共 同で実施 した 「業際EDIパ イロッ ト ・モ デル事例研 究成果」及び、

全組合員 を対 象 に実施 した 「ア ンケー ト調査結 果」 の報告 会 を7月11日 東京 ・鉄鋼会館 で、10月11日 大阪 ・

鉄鋼会館 で開催 した。

(2)鉄鋼EDIセ ンター との連 携活動

当年度 は、 「コイルセ ンターEDIパ ッケ ージの実用化研究」及び 「コイルセン ターの納品書標準化研 究」

を重 点 に活 動が展 開された。

合 同会議 は平成7年6月6日 、15日 、7月25日 、9月27日 、11月14日 、17日 、27日 、12月5日 、平成8年1月24

日、2月7日 、22日 の11回 にわた り開催 されてい る。

(3)委員会の開催

合同会議で審議された課題のうち、コイルセンター固有の課題解決のため、合同会議出席委員によって、

合同会議終了後随時開催された。

(4)標準納入伝票作成研究資料 としてのサ ンプル伝票の収集 とその分析作業

委員会の決議によって、納入伝票標準化研究作業 に必要な資料 として現在 コイルセンターで使用されて

いる伝票を組合員の協力を求め収集するこ ととな り、第一回作業では 「需要家指定伝票」が、第二回作業

では 「自社伝票」が収集分析 された。

(5)2ワ ーキ ンググルー プの設置

(4)項 による収集分類作 業の結果、標 準納 入伝 票 の作成概 念が把握 され たので、今後 の作 業 を迅速 に進

め るため、項 目WG、 フォーマ ッ トWGの2専 門研 究体 制 を固 めた。

【平成8年 度活動予定】

(1)「項 目」 「フォーマ ッ ト」 の2WGの 研 究成 果を待 って 、実用化へ の作 業 を進 める。既 に項 目WGは5

月22日 、 フ ォーマ ッ トWGは6月7日 初会 議 を 開 き研 究 に着手 した。8月 末 まで に 「コイルセ ンターの

標準 納入伝票」 の成 案 を得 る予定。

(2)通産省の指導する 「企業間のEC実 証 プロジェク ト」に基づ き今年度発足する 「鉄鋼EC研 究会」(仮

称)の 「業際プロ トコル」研究作業に、当工業組合EDI委 員会 としても協力 し、共同研究を進める体

制を整備する。

当EDI委 員会 と しても 「コイルセンター の出側のEDI化 は、業界 近代化 に避けて通れない最重要案件 」

との認識に立って、幅広 く柔軟な協力体制を整備 してい く方針で、既 に6月6日 、12日 の2回 「鉄鋼EC準 備

会」 と合同会議 を開催 している。

以上
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23.全 国鉄鋼特約店連合会(全 鉄連)

〈鉄鋼特約店 とは〉

当連合会 は鋼材販売業者の団体である。鉄鋼業界では 「特約店」 と呼称されている。その 「特約店」 と

いう言葉は戦中、戦後の統制経済で使われた言葉がそのまま業界用語 として残 っているだけで実質はない

といっていい。

川上のメーカーから川下のユーザーまでの流れのなかでは、2次流通業者に大別 される。例外はあるが

メーカーとは直接取引を行っていない。仕入れソースは総合 ・専業商社である。売 り先は中小零細な需要

家が多い。 また、特約店 自体 も企業規模か らいえば、大半が中小企業である。

鉄鋼流通 におけるその機能は、メーカー、商社が把握 しきれないほど細か く、そして不特定多数な需要

に対応するもので、いわば毛細血管のような役割を果たしている。

〈団体概 要〉

【創 立 】 昭和45年6月17日 に全 国10団 体、構成 員総数953社 で発足 した。ち なみ に、現在 は全国32

団体 、構 成員総 数1,369社 。

【主な活動】 創立以来、一貫 して市場の安定、商道徳の高揚をスローガンとしてきた。そのため、メー

カー商社 との定期 的な懇談会が月に1回開催 されてお り、意見交換の場 となっている。 ま

た、通産省 とは四半期 に一度、需給見通 しについて意見 を述べ る会合を持っている。その

他、商社の業界団体 とも不定期ではあるが会合 を持 っている。

定時総会は全国各団体の持ち回 り制のようなところがあ り、地元団体がホス トとな り運

営 に当たっている。だいたい、130名 の役員が出席 している。 また、月に1回常任理事会 を

開催 し、基本的な運営方針 を協議 している。

会報は月1回刊行。その他、数量調査は毎月実施(東 京 ・大阪 ・愛知の特定118社)、 意

識調査は四半期 に一度(対 象は全会員)。

連絡 先 全 国鉄鋼 特約店 連合会 事務局

〒103中 央 区茅場 町3-2-10鉄 鋼会館 内

TELO3-3808-2350FAXO3-3808-2358
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24.全 国電機卸商組合=連合会

全国電機卸商組合連合会は、家電製品卸販売業者の全国46都 道府県単組をもって構成する全国組織体で、

家電製品の国内普及 と共に年々過熱化する市場競争を憂い、昭和37年 に小売業の育成 と卸売業の健全なる

経営の確立、流通秩序の確立、家電業界の健全なる発展 を目的として設立され現在に至ってお ります。

会員数は、46団体、参加組合員数は632社 で正副会長会議、常任理事会、理事会、専門委員会(流 通、

経営、渉外、広報、組織)に 分かれ、家電業界にか ・わる様々の問題 に取組んでお ります。

現在の組合員企業はメーカー系列の販売会社であ り、関係友好団体である(社)日 本電子機械工業会が

実用化 した業界標準EDIを 取入れ、業務範囲を順次広げている企業 もあ ります。

当連合会 と致 しまして も、EDI推 進協議会の活動を会員企業ばか りでな く電子部品流通業、小売業に も

広 く周知 して行 きたいと考えてお ります。

EDI推 進協議会には、業界 を越えた標準策定を期待致 します と共に各企業に対する普及等、一層の促 進

を期待 しております。

連絡先 全 国電機 卸商組合連合 会 事務局(月 橋)

〒113東 京都文京 区湯 島3-6-1全 う連会館 内

TELO3-38324295FAXO3-3831-3034

【平成7年 度活動実績】

平成7年6月30日 東京都電機i卸商業協同組合を中心 として、EDIと 物流効率化を目的 とし中小企業労

働力確保法推進事業費補助金事業を推進 した。(別 冊報告書)

7月18日 第4回EDI推 進協議会総会に参加

10月11日 、20日 、11月9日 、平成8年1月18日 、2月8日 、EDIWG実 施

12月8日JEDIC三 木課長に 「中小企業のEDIの 導入の仕方」 を演題で講演会を実施。

平成8年2月21日 中小企業労働力確 保法推進事業費補助金事業の集大成のEDI・ 物流効率化のマニュ

アルを基に講習会を実施 した。

(機関紙 「東京電機卸」に上記実施事項を掲載 し各500部 を配布)

【平成8年 度活動予定】

平成8年5月 東京電機卸が中心 となり作成 した別冊報告書に基づ き情報システム改善に向ける研

修会 を開設 しEDIの 普及推進に努める。

7月 第5回EDI推 進協議会総会に参加予定

7月～平成9年3月EDIの 商社間取引の研究 を更 にすすめる。
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25. (社)全 日本文具協会

当協会は昭和63年 に文具製造に関する任意団体 として設立、平成3年 に社団法人化 しました。現在、

119の 企業及び団体か らなる会員があ り、以下のような事業を行っています。

・文具に関する調査及び研究

・情報の収集及び提供業務

・研修会及 びセミナー等の開催

・国際見本市の開催

・知的財産所有権の擁護

当協会で実施 している業界情報化の事業として、当協会の外郭団体、 「日本文紙データ交換機構(SE

DIO)」(会 員数269)の 、事務局 としての運営管理があ ります。 当機構は、文具及び紙製品業界

(以下、 「文紙業界」)の 近代化、合理化を促進するため、文紙業界の包括的な統一データ交換ネットワー

クを構築 し、データ交換の効率良い運営を図ることにより、文紙業界の健全な発展の向上に寄与すること

を目的に、設立 されま した。既にバッチ処理による企業間のデータ交換 を実施 ししてお り、その改善、普

及、さらに、リアルタイム処理実現のための検討を、バ ッチ部会 とリアルタイム部会 を設けて行 っていま

す。

この他 に、昨年度は、 日本小型自動車振興会の補助金による事業 として、 「データ交換 システム導入推

進等の調査研究」 を実施 しました。本事業では、 「EDI導 入推進調査委員会」の開催(7年 度は5回 開

催)、10月 にシンガポールで開催 された 「COMDEX」 アジア'95の 視察及びシンガポールネット

ワークサービス社の訪問、 「文具 ・紙製品業界EDI導 入推進調査報告書」の作成な どを行いました。

また、今年度か ら、通商産業省の第2次 補正予算関係の事業として、 「文紙事務器高度情報化実証実験」

を開始 します。

連絡先 社 団法人 全 日本文 具協会 専務 理事(関 根)

〒111東 京都台東 区柳橋1-2-10東 京文具共和 会舘6階

TelO3-5687-0961FaxO3-5687-0340
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26.全 日本電設資材卸業協同組合連合会(JEDA)

【平成7年 度活動実績】

1.雷神VAN推 進委員会を開催

①平成7年4月6日(木)

②平成7年6月22日(木)

③平成7年7月3日(月)

④平成7年9月29日(金)

⑤平成7年11月17日(金)

⑥平成8年3月22日(金)

組合事務所

平成7年 度電材VANセ ンター事業計画について
NTrデ ータ通信(株)

端末機の利用促進について

組合事務所

機械化実施状況 アンケー ト調査 について

組合事務所

電材VAN端 末機の利用促進キャンペーンについて

「実施要項運用」最終確認をする。

組合事務所

「電材VAN端 末機利用促進キャンペーン」10月 度実施状況の確認。

「機械化実施状況アンケー ト」結果報告をする。

組合事務所

「電材VAN端 末 機の利用促進 キャンペーン」経過報告 と一部実施方法

の変更。

平成7年 度収支見込 と平成8年度予算(案)

平成7年 度事業報告 と平成8年度事業計画(案)

2.電 材VANメ ーカー懇談会を開催

①平成7年ll月17日(金)組 合事務所

「電材VAN端 末機利用促進キャンペーン」10月 度実施状況の確認。

「機械化実施状況アンケー ト」結果報告をする。

3.電材VANシ ステム説明会を実施

①会場に端末機を持込み臨時回線を開設、デモを交え説明会を実施。
1)平成7年7月5日(水)新 潟県 ホテル泉慶

関東ブロック正常取引 ・経営(委)合 同会議

2)平成7年9月13日(木)千 葉県 グリーンタワー幕張

千葉県電設資材卸業協同組合理事会 高野委員出席。

4.「 電材VAN端 末機利用促進キャンペーン」実現の為メーカーの協力取付けに向けて各社を訪問 ・トッ

プ会談を実施

平成7年4月26日(水)

平成7年5月24日(水)

平成7年5月25日(木)

平成7年6月23日(金)

・ネグロス電工(株)

川上会 長 ・宮 島副会長 ・加藤 副会長(全 日電材 連)

菅谷社 長 ・村 上財務部 長(メ ーカー)
・岩崎電気(株)

川上会 長 ・宮 島副会長 ・加藤 副会長(全 日電材 連)

岩崎社 長 ・佐 野副社長 ・角 田常務(メ ーカー)
・オーヤ マ照 明(株)

加藤副会 長(全 日電材 連)

伊藤社 長 ・田 中専務 ・児 山常務(メ ーカー)
・東芝 ラ イテック(株)

川上会 長 ・宮 島副会 長 ・加藤 副会長(全 日電材連)

加納社 長 ・加来専務 ・石井 常務(メ ーカー)
・小 泉産 業(株)

川上会 長 ・宮 島副会 長 ・加藤 副会 長(全 日電材 連)

中村専 務 ・岩崎東京 支社長(メ ーカー)
・アイホ ン(株)

川 上会 長 ・宮 島副会 長(全 日電材 連)
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市川会 長 ・市川社 長 ・松 岡営業本部 長(メ ーカー)

平成7年2月5日(月)

平成8年2月14日(水)

平成8年2月16日(金)

平成8年3月12日(火)

・テ ンパ ール工業(株)

加藤副会 長(全 日電材 連)

炭 本常務 ・東電 設営業 部長(メ ーカー)
・東芝 ライテ ック(株)

加 藤副会 長 ・高野VAN委 員(全 日電材連)

加 来専務 ・中尾部長(メ ーカー)
・三菱電機(株)

川 上会 長 ・加藤 副会長(全 日電材 連)

渡 辺副本 部長 ・成 瀬電材営業部長(メ ーカー)
・三菱電機(株)

加藤副会 長(全 日電材 連)

渡辺副本 部長 ・成 瀬電材 営業部長(メ ーカー)

(注)右 記 メー カー(テ ンパ ール工 業 ・日東工 業 ・内外 電機 ・三菱電機 ・未来工業)は 事 前 の訪 問

日程の調整が つかず、宮 島副会長 は直接電 話に よ り話合 い を行 った。

5.個 別実施事項

① 「電材VAN請 求書の作成」

平成7年4月 度 よ り(株)日本 ネッ トワーク研究所への委託を中止 し、パソコン機器(FMV-46603)を

購入 ・ソフ ト開発(外 注)を 行い、・電材VANセ ンターによる自前化運用に切替える。

② 「機械化実施状況に関するアンケー ト調査」

全 日電材連加盟の全組合員(除 く出先企業組合員)を 対象に実施する。

実施時期 平成7年8月

報 告 平成7年11月17日 電材VAN推 進委員会へ報告する。

③ 「電材VAN端 末機利用促進キャンペーン」

電材VAN加 入メーカーの協力を頂 き 「端末機 を利用 した発注に対 し、発注金額の3%相 当額を利 用

者に還元する事」 を掲げ端末機の利用 ・設置促進に向けた運動を展開する。

実施期間 平成7年10月1日 ～平成8年9月30日(1年 間)

④ 「電材VAN端 末機 「発注」利用実績」の把握

電材VAN加 入メーカーの協力を得て 「メーカー別端末利用企業別実績」把握を開始する。

開始時期 平成7年10月1日 から

作成周期 月報(1日 ～月末 日を集計単位 とする。)

6.その他

①平成7年9月19日(火)

②平成7年12月14日(木)

第50回 理事会において宮島副会長に代わ り加藤副会長 「電材VAN担 当」

となる。(注)宮 島副会長は総務担当となる。

「電材VAN運 用状況 について」

全国中小企業団体中央会の紹介によ り診断を受ける。

診断者:グ ループCFG代 表 北澤正一郎

同席者:全 国中小企業団体中央会 情報事業部長 及川泰伸

【平成8年 度 活動予定 】

① 「電材VAN端 末機利 用促 進キ ャンペ ー ン」

平成8年 度 も継続 して実施 する。

実施期 間:平 成8年4月1日 ～平成8年9月30日

②原則 月1回(除 く8月 ・12月)組 合 員企 業 を訪問 ・機械化実施状況 を聴取 、広報紙 「電材流 通」 を通

じ内容紹介 を行 う。

③ 「機械化実施 状況 ア ンケ ー ト調査」 に基づ く実施 可能項 目の実現 に向 けて取組 む。

1)メ ーカーの協 力 を得 て、 メーカーの作成 する 「商品マス ター」 の提供 を検 討す る。

2)商 品コー ドのバ ーコー ド化 を推進す る。

3)次 期 「電材VAN」 システ ムの構想 ・立案 をす る。

④ 「組合員各社へ の端末機 設置促 進」及 び 「メーカーのVAN加 入促 進」 に努め る。

⑤ 電材VAN普 及 ・発展 をめ ざ し、組合員 ・メーカー合 同懇 談会 を開催 す る。
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27.電 気事業連合会(FEPC)

EDI推 進協議i会会員活動概要(平 成8年5月)

現在、我が国の電気事業は、北は北海道 から南は沖縄までの10電 力体制で 日本全 国約7千万のお客さま

に安定 した電気をお届けしている。電気事業連合会は、電力会社 としての共通的課題の解決を主要な目的

として、昭和27年 に設立された。

電力業界の情報化については各社毎に推進 してきたが、昭和60年 代初めには、業界 として一層の情報高

度化の必要性が高まり、昭和62年 の 「電気事業における電子計算機の連携利用 に関する指針」の告示 と時

期 を同 じくして、電気事業連合会の体制を整備 した。この体制の もと、業界大の取 り組み として、 ビジネ

スプロ トコルの標準化、業界共同データベースの構築及びソフ トウェアの流通 ・共同開発等、共通課題の

解決に取 り組んで きた。なかでも、資材調達業務 におけるEDIを 重点課題 として、 ビジネスプロ トコル標

準の作成 に取 り組み、平成2年 には、 「資材発注業務 ビジネス プロ トコル」、 「電気料金収納業務 ビジネ

スプロ トコル」の2つの業界標準 を作成 した。

その後、平成3年10月 の東京電力 と電線メーカのEDI実 施 にあわせ、 「資材発注業務 ビジネスプロ トコ

ル」 をEIAJ標 準に準拠 した1A版 に改定 した。 また、平成3年 の電気 四業界間連携指針の告示を受け、CH標

準の採用 とデータ項 目のEIAJ標 準 との整合を図るため、 日本電線工業会、日本電子機械工業会、 日本電機

工業会 と調整 し2B版 を作成 した。 これに基づ き、現在 、7社が配電用貯蔵品である電線や変圧器などの物

品について、電線メーカや変圧器 ・電機メーカなど42社 とEDIを 実施 している。

平成6年 には 「電気料金請求業務 ビジネス プロ トコル」を、平成7年 には 「請負工事発注業務 ビジネスプ

ロ トコル」 を制定 した。現在、請負工事発注業務 について2社が工事会社5社 とEDIを 実施 している。今後

とも、EDIの 対象業務や取引先の拡大な ど、EDIに 積極的に取 り組んでいきたい と考えている。

また、米国の電力会社 と資材メーカで構成 されてい るEDI推 進団体であるUIG(UtilityIndusロyGroup)

に賛助会員 として、電気事業連合会が 日本 電線工業会、 日本電機工業会 とともに参加 し、米国の電力会社

のEDI実 施状況やEDIガ イ ドラインなどの情報収集お よび国内電力会社のEDI実 施状況の紹介など、密接 な

情報交換を進めている。

〈推進体制 〉

情報高度化推進委員会

(各社常務級で構成)

情報高度化小委員会

(各社部長級で構成)

システム連携専門委員会

(各社課長級で構成)

委員会の下部にWG設 置

連絡先 電気事業 連合会 情報 シス テム部

〒100東 京都 千代 田区大手 町1-9-4経 団連会館(郵 便 物)

事務所KDD大 手町 ビル16階

TELO3-3279-3744FAXO3-327(L8085

【平成7年 度活動実績】
・燃料油発注業務 ビジネスプロ トコル標準検討

・日本電線工業会、 日本電機工業会 とのEDI意 見交換会の開催
・EDIの普及、促進
・EDI関連技術動向調査 等

【平成8年 度活動予定】
・燃料油発注業務 ビジネス プロ トコル標準制定

・ECへ の対応の検討

・EDIの普及、促進
・EDI関連技術動向調査 等
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29.日 本化学繊維協會(JCFA)

【協会 の概 要】

(1)設 立:1948年(昭 和23年)

(2)会 員:正 会 員=化 学繊 維製造会社 お よび化学繊維紡績会社46社

賛助 会員=化 学繊 維原料 の製 造お よび関連加工業者15社

(3)所 在 地:(本 部)=〒103東 京都 中央 区 日本橋 本町3-1-11繊 維 会館

TELO3-3241-2312FAXO3-32460823

(大阪事務局)=〒541大 阪市 中央区瓦町4-6-8大 阪化繊会館

TELO6-231-6781FAXO6-223-1790

【事業概要】

以下の組織編成 により、それぞれの分野毎 に専門的な叡智を結集 して化学繊維産業の健全な発展のため

の活動を行っています。

(1)部 会(レ ーヨン/レ 一一ヨンス テープル/ア セテー ト/ビ ニロン/ナ イロン/ビ ニ リデン/ポ リ塩

化 ビニル/ア クリル/ポ リエステル ・フィラメン ト/ポ リエステル ・ステープル/ポ リエチ

レン/ポ リプロピレン/ス パンデックス/紡 績14部 会)

(2)特別委員会(企 画 ・運営/通 商/法 報/資 材/技 術/労 務/調 査/コ ンシューマー ・サービス/地

球環境/産 業衛生/情 報化推進委員会11委 員会)

(3)専 門委員会(税 制対策/特 許/物 流/市 場調査/商 標/動 力/イ ンテリア/合 繊長繊維不織布/情

報 ・通信システム9委 員会)

【情報 システム化への取組み】

96年2月 、新 たに協会内に 「情報化推進委員会」を設立、従来のシステム技術分 野の組織か ら、シス テ

ムユーザー部門(企 画、営業、生産加工、技術等)を 加えた組織 に編成 を変 えた。

これによって、QRと その基盤整備 としてのEDI標 準化推進に弾みをつけることとした。

【EDI協議会へ の期待】

上記の標準化 を進 めるにあたっては、繊維業界全体で構成する 「QR推 進協議会」が設立され、国内産

業界 との整合性は もとよ りのこと、国際的な動向にも呼応 してい くこととなった。 したがって、全産業が

参加 し、かつ、国際的な機 関で もあるEDI推 進協議会 との充分な連繋のもとに進めてい くべきと考えてい

る。

【平成7年 度活動実績】

1.共 同研究

*QR支 援情報システムの在 り方の研究

*テ キスタイル～アパ レル間EDIの 標準化の方向について

2.情 報交換

*「 各社データ交換実施概要」 「システム要員 ・教育」 「システム リソース」 「システム開発 ・運用」

「OA・FA」 などに関する各社対応の実態についての情報交換

3.米 国のQRの 進展状況な らびにEDI標 準使用状況調査団の派遣

4.そ の他

*対 外情報 ・通信システム関連機関、検討の場等への参画

*講 演会 ・見学会などの啓蒙活動の企画 ・実行
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30.(社)日 本 ガス協会(JGA)

日本ガス協会は日本全 国の都市ガス事業者の団体です。現在 わが国では、私営 ・公営、大 ・小合わせ

て244も の都市ガス事業者が、約2,300万 件のお客様 に都市ガスを供給 しています。 この244の 事業者すべ

てが会員 となっていますが、その規模はお客様件数800万 件 に達する事業者から800件程度の事業者まで文

字どお り千差万別であり、お客様件数1万 件以下の規模 の小 さい事業者が全体の半数以上を占めています。

当協会では1988年 頃か ら都市ガス業界の情報化の推進方法の検討を開始 し、1990年 には、都市ガス業

界 の情報化推進 と情報 ・通信技術に係る調査 ・研究、 「情報化」総合施策の企画立案 ・推進をミッション

とする 「情報化委員会』 とその事務局 として情報企画グループを組織 し、その後 、

○事業者間のコミュニケーションツールとしてのパソコン通信 システム(JGAネ ット)の 構築 ・運営

○各事業者の情報化実態の把握、相互交流促進策の検討

○都市ガス事業用ソフ トウェアの流通 ・利用促進

○情報 ・通信 システムの災害対策の検討等の活動 を行 ってきました。EDIに 関する取 り組みもこの情報

化委員会の下で 行っています。

都市ガス業界の電子(的)取 引への取 り組みは、ファーム ・バンキングやガス 料金の口座振替のため

の金融機関とのデータ送受信から始まりましたが、一部の事業者では、工事部材あるいはガス機器やその

部品関連の取引データの送受信 を メーカー等との間で実施 ・計画 しつつあ ります。 これ らは各々独 自の

方式で実施 ・計画されているため、将来の取引先企業あるいは実施事業者の拡大のためには 業界 として

の標準化が不可欠であるとい う認識 に立ち、1991年11月 に情報化委員会の下に 「EDI標準化 ワーキンググ

ループ」 を組織 し標準化作業を開始 しました。

その後、先行する電子機械工業会、電気事業連合会等の事例 を参考 にさせて頂き、産業情報化推進セン

ターのご指導を得つつ、1992年10月 に資材発注業務についての標準メッセージと標準データ項 目等 を定め

た試作標準 を作成 しました。その後、この試作標準に基づいて実施 トライアルを行い、その結果を踏まえ

て1995年12月 にEDI標 準 ビジネスプロ トコルおよびEDI導 入 と運用に関するガイ ドを作成いたしました。

『EDIは時代の流れ』ではあ りますが、EDIは 組織の境界を越えた情報共有であ り、取引慣行の見直 し

や私利を越えた協調 も要求され、その推進には多 くの困難が伴 うものと思われます。EDI推 進協議会がこ

の多 くのハー ドルを低 くかつ少なくしていき、中小事業者でも導入 しやすい環境を提供 して下さることを

切に期待 しています。

連絡先(社)日 本 ガス協会 技術 部 情報企 画グル ープ(林 、小 嶋)

〒105東 京都 港 区虎 ノ門1-15-12

TELO3-3502K)646FAXO3-3502-0370

【平成7年 度活動実績】

1.活 動母体

「情報化委員会」下の 「EDI標準化WG」 で主 として対応

2.活 動内容

(1)資材発注業務EDIガ ス業界標準の完成

○ トライアルの実施(大 阪ガス殿 の物流システムに適用)

○メッセージ、運用、契約標準正式版の完成

(2)EDI導入および運用ガイドの作成

(3)EDI、CALSに 関する内外動向調査

【平成8年 度活動 予定】

1.活 動 母体

前 記の 「EDI標 準化WG」 は業界標準 の作成 が完成 したため、7年 度 を もって解散。今 後は、標準 の

保持 とEDIの 推進 につ き幣協 会事務 局(技 術 部情報企画 グルー プ)で 担務。

2.活 動予定項 目

(1)業界標準の業界 内外 での活用 推進 ・啓蒙

(2)EDI・CALS・ECに 関す る内外 動向調査
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31.日 本紙商団体連合会(NPMAJ)

日本紙 商団体 連合会 は、紙 ・板紙 の一次卸 、二次卸業者 をもって構成 す る全 国的組織体 で、昭和36年 に

設立 され 、現在会 員 は、54団 体1,320社 を数えてい ます。

紙パル プ業界 にお ける情報 のシステム化 はかな り古 く、 電子計算機 の連携指針 の表現 にある 「ビジネス

プロ トコルの標準化」 とい う言葉が使 われる よ うになる二昔 も前か ら、業界 コー ドの統一 を 目指 した 「紙 ・

パ ルプコー ドセ ンター」が 、業界 団体支援 の下 に昭和46年 に設立 され、先見性 を もって問題点 を把握 し、

製造 ・流 通一体 となって対 処 して きま した。 以後 、25年 の余 に亘 って営 々 とコー ドメインテナ ンスの業務

を続 けて きてい る ことが、 その後の業界 における企 業間高度情報交換 システムの発展 に大い に寄 与 してお

ります。 また、昭和48年10月 には 「紙パ ルプ情報 システム研 究所 」が発足い た しま した。

同研 究所 は昭和55年 には、先 駆的企業間情報交換 システム と しての 「P-DEX」 を稼働 させ 、FDベ ース

なが ら物流情報 を中心 に、複数企 業間 のデ ー タ交換 業務が 開始 され ま した。

昭和61年12月 か ら、代 理店 有志 に よ り、代 理店 と卸商 間の受発注 シス テムで ある 「紙パ流 通VAN」 シ

ス テムの共 同開発 に着 手 し、 昭和63年10月 、(株)カ ミネ ッ トを設立(11社 出資)し ま した。 同 シス テムは

平成元年2月 よ り(株)カ ミネ ッ トによって本格 的 に稼働 を開始 しま した。

平成2年7月 には、製紙 メー カー、代 理店 、物流 業者 を結ぶ 「P-EDI」 シス テムが稼働 し、 「P-DEX」 シ

ス テムの運用が終 了 しま した。

平成2年12月 には、 「紙パ流 通VAN」 と 「P-EDI」 が接 続 し、物流情報の交換が行われることとな りました。

「紙パ流通VAN」 と 「P鋼 は、いずれも紙 ・パルプコー ドセンターの統一コー ドを使用 してお ります。

こうした一連の動 きと平行 して、昭和63年12月 には、 「紙流 通業 にお ける電子計算機 の連携 に関する指

針」 が告示 され ま した。

当会 は 「EDI推 進協 議会」 へ の加盟 を契機 に、 日本 製紙 連合会 と共 に横 断的 な推進体 制 を確 立 してい く

こ とにな ります が、紙流 通業界 としま して も、今 後 ともオープンなシス テム作 りを推進 して参 ります。

連絡先 日本紙 商 団体連合会(EDI推 進協議会 関連事項事務 代行)

日本洋紙代 理店会 連合会 専務 理事 八 島栄 一

〒104東 京都 中央 区銀座3・-9-11

TELO3-32484866FAXO3-32484868

【平成7年 度 活動実績 】

1.活 動機構 一 ・紙パ ル プ情報 システム研 究所(P-EDIシ ステム)

・(株)カ ミネ ッ ト(紙 パ流通VANシ ステム)

・紙 ・パ ル プコー ドセ ン ター(業 界 統一 コー ド管理 ・運営)

2.活 動 一 ・P-EDI

・紙パ 流 通VAN

・コ ー ド セ ン タ ー

・期 初の加入者 は51社76事 業所 であ ったが 、期末 に は67社

95事 業所 に拡大 した。
・期初 には、在庫公 開側11社 、在庫検 索側33社 、 ア クセス

権件 数158件 であ ったが、期末 には、公 開側12社 、検 索

側34社 、 アクセス権 件数166件 となった。
・今 年度 の新規 会員 数は10社 で あ り

、期末 の会員数 は69

社 、96事 業所 とな った。
・紙パ ルプ業界 統一取引 先 コー ドブ ック[第5版]頒 布

。
・平成7年11月 、コー ドセ ンター内 にEDI規 約 制定準備委 員

会 を設立。情報伝達規約(第1レ ベル)、 情報 表現規 約

(第2レ ベル)の 整備 を開始 した。

【平成8年 度活 動予定 】

1.活 動機構1-・ 紙 パ ルプ情報 シス テム研究所 は本 年8月 末で解 散の予定。

P-EDIシ ス テムはP-EDI事 務局及 び(株)カ ミネ ッ トが運営。

これ を機 に、紙パル プ業界 のEDI推 進組織 の統合が一層 進 もう。

2.活 動 一 ・P-EDI、 紙 パ流通VANに ついては、本 年度 におい て も一層 の全 国展 開 を図 る。
・紙 ・パ ルプ コー ドセ ンター内 に設 け られたEDI規 約制定準備委員会 で今 年末 を目途 に

EDI規 約 を制定中であ る。
・得意 先(出 版社 ・印刷 業者等)と のデ ー タ交換 は、業 際間のEDIの 本命視 され る もの

なので、 この分野 を対象 と した標準化 作業 に注力す る。
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32.(社)日 本 玩 具協 会(TIC)

当協 会は、昭和42年6月 、我 が国の玩具産 業の総合 的な発展及 び、玩具 輸出 の振 興 を図 るこ とを目

的 と して設立 され ま した。

業界 では、消 費者保護 のため、昭和46年 よ りST保 障制度(セ イフテ ィ ・トーイ)を 実施 し、安全

な玩 具 と認定 され た商品 にST合 格番号 を付香 してお ります。昭和62年 、ST合 格番号 とJANコ ー ド

を一－etさ せ る ことで、EDI運 用上 で最 も要 となる商品マス タ管理 を、原理 的 に不 要 とい た しま した。現

在JANバ ーコー ドは98%と 極 め て高 い普及率 を示 してお ります。

東京都 の補助金 による業界VANシ ステムTOYNES(ト イネス)の 構築 を 昭和63年 度 に終 え、

以後 、製版 三層(小 売 ・卸 ・メーカ)及 び、消費者 を対 象 とした、総合 シス テム ・サー ビス を拡充 し、 普

及 を推進 してお ります。

シス テム ・サ ー ビスの範囲は、以下の通 りです。

TOYNESシ ステム ・サ ー ビス

1.電 子デ ータ交換 システム

・企 業間 の電子 デー タ交換。

2.デ ー タベ ース シス テム

・商品マス タ、商 品分類 コー ド ・メ ーカー コー ドな どのデータベ ースの提供 。

・商 品デ ータベ ース件数 は平成7年3月 現在12万 件、情報登録企業1,500社 。

3.小 売店 支援

(1)専門店向 けPOSシ ステム

・玩 具 ・ファンシー業界 の専 門店 向 けPOSシ ス テム。

(2)専門店本部 シス テム

・販売管 理、会 員管理 、商品管理 、発注管理 、経 営支援な どの機能 を完備 したパッケ ージシス テム。

(3)会員 管理 シス テム
・顧客 の嗜好分析 に もとつ くポイ ン ト管理パ ソ コンシス テム

。

4.問 屋 ・メーカ支援

・販売管理 、会員 管理、商品管理、発 注管理、経 営支援 な どを備 え た問屋 ・メーカ向 けのパ ソコン

LANシ ス テム。

5.マ ーケ テ ィング情 報分析 サー ビス

・POS・EOSデ ー タ、定性 デ ー タの加工分析 、マーケテ ィング業務 へ の適用支援 。

6.コ ンサル テ ィングサ ー ビス

・経 営革新、業務 改善 、業務 システ ム構 築(SCOPE)な どの コンサ ルテ ィング。

7.マ ルチメデ ィアサ ー ビス

・パ ソコン通信 サ ー ビス(NIFI'Y-Serve:KYHO5162)

・お もち ゃ売筋情報 、お もち ゃ関 連施 設情報、マルチメディア商品の販 売

・インターネッ トサービス(http:〃www .fjt.co.jp/rOYS/)

・ 「日本 のお もちゃ情報」 サーバ にて発 信。

① 日本 玩具協会か らの情報(お もち ゃの安全対策 、お もちゃの歴 史)。

② お もち ゃ博物館情報。
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③ 統計 マ ーケ ッ ト情報。

④ 企 業 ・新 商 品情報(平 成8年6月 現在14企 業)。

⑤ イベ ン トプラザ。

・バ ーチ ャルシ ョップの開設。

8.シ ステム関連機器 の販 売及 び貸 し出 し

・コ ンピュータ、POPラ イ ター、会員 カー ド、バ ーコー ド関連機器 、教育VTR、 伝票/帳 票

連 絡 先(社)日 本 玩 具 協 会(TIC)

〒130東 京 都 墨 田 区 東 駒 形4-224

TELO3-5608-2524FAXO3-3829-0976

NIFTY-Serve:KYHO5162

E-mai1:fvba8550@mb.infoweb.or.jp

〔平 成7年 度 活 動 実績 〕

・平 成7年9月1日

イ ン タ ー ネ ッ ト上 に 玩 具 業 界 ホ ー ムペ ー ジ と して 「日本 の お もち ゃ情 報 」 を 開設 。

・平 成8年2月

イ ン タ ー ネ ッ ト上 にバ ー チ ャル ・シ ョ ッ プを 開 設 。

〔平成8年 度活動予定〕
・ 「玩具業界 におけるマルチメディアECの 開発及び実証実験」 の推進。

(システム基本設計)
・ 「玩具産業 における震災地区再活性化 システム開発実証事業」の推進。

(システム基本設計)
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33.(社)日 本建材産業協会(FECMI)

日本建材 産業協 会(FederationofConstuctionMaterialIndustries,Japan)は 、 昭和63年 に発足 した建材産 業

全般 にかかわ る企 業 ・団体 を横 断的 に広 くネ ッ トワークす る社 団法人(通 商産業省 認可)で す。

住空間をめ ぐるニ ーズはます ます個 性化 ・多様化 してお り、それに対応 するか たちで、建材 も高機 能化 ・

複合化へ の歩み を速め てい ます。 同時 に商 品開発 の仕 組み や物流 のシス テムが形 を変 え、 さ らに環境や資

源問題 ・消 費者保 護意識 の高 ま りとと もに、産 業廃 棄物対 策 ・リサイ クル対 策 ・製造物責任 な ど、 もはや

一企 業 ・一業種 のみの努力で は対応 が難 しい新 たな課題が数多 く生 まれてきま した
。日本建 材産業協会 は、

こ うした共 通の課題 に企 業 ・業種 を越 え た組織 ・ネ ッ トワークの総合力 で積極 的に取 り組 んでい ます。大

きな時代 の流 れ、そ して変化 は私 たち に とって、発展 の大 きなチ ャンスで もあ ります。21世 紀 は快適な住

空 間が実現 し、人 間が大 切 にされ る新 しい時代 となるで しょう。 その新 しい時代 の リーデ ィング産業 とな

るこ とをめざ して、私 たち は自 らの ビジ ョンを描 きつ つ、具現化 のために活動 を続 けてお ります。

また、姉妹組織 の景観材料 推進協議会 、建材産業 の顧客 満足度 を高 めるために通 商産業省 ・関係 団体 の

支援 を受 け建材産 業の情 報化 による効率化 をめざ したKISS(建 材 産業情報化研 究 開発事業)推 進協 議会

お よび省 エ ネルギー建材 の普及 ・推進 のための推進 セン ター を新 しく組織化す るな ど、たゆ まぬ努力 を続

けてい ます。

【事業目的】

建材産業および建材に関する情報の収集 ・提供、調査 ・研究、良質建材の普及 ・啓蒙を進め、建材産業

の基盤整備および振興をはか り、わが国の産業の発展 と国民生活の向上に貢献 します。

【主な活動】

1.調 査 ・研究

①需要予測 に関する調査 ・研究 ②住環境向上のための建材の調査 ・研究 ③産業廃棄物 とリサイク

ルの調査 ・研究 ④住宅など断熱化 に関する調査 ・研究 ⑤製造物責任(PL)制 度の研究 ⑥流通情

報化の調査 ・研究 ⑦標準化の調査 ・研究 ⑧技術開発課題に対する調査 ・研究

2.良 質建材の調査 ・普及 ・啓発

①優良断熱建材認定(DK)制 度等の運用および普及 ②通商産業省主催の断熱建材講習会への協力

③良質建材の調査 ・共同研究 ④PL相 談室の活動 ⑤その他良質建材の普及 ・促進

3.関 連機関との交流 ・協力

①関連業界団体 ・試験研究機関 ・学会等 との交流 ・協力 ②建材業界団体連絡会の開催

4.国 際交流お よび協力

①建材産業の国際化対応 に関する調査 ・研究 ②各国の建材関連団体 との情報交換 ③通商産業省主

催の海外建材貿易会議への協力

5.関 係官庁 ・関係機関 ・ユーザーへの提言、普及 ・啓蒙

①関係官庁 ・関係機関への提言 ②ユーザーへの優良建材の普及 ・啓蒙 ③景観対策の要望 ④取引

慣行の改善 ・是正

6.広 報

① 「建材統計要覧」(通 商産業省監修)の 発行 ②事業成果発表会の開催 ③報道関係者、その他へ

の広報活動

【会員】(平 成8年6月 現在)

企業正会員77団 体正会員44 賛助会員19

連絡先(社)日 本建材産 業協 会

〒103中 央区 日本橋 堀留 町14-3日 本橋MIピ ル

TELO3-5640-0901FAXO3-5640-0905
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34.(社)日 本 広 告業協会(JAAA)

戦前か ら広告業者団体は存在 していま したが、任意団体 として協会が設立 されたのは、昭和25年 です。

その後、 日本広告業協会 として通商産業省 より昭和45年5月7日 に法人認可されました。設立の目的は、広

告業の健全な発達 と広告活動の改善向上を図 り、 もってわが国経済の発展 と国民生活の向上に寄与するこ

と、 としてお ります。

会員社数は156社 です(平 成8年6月 現在)。 平成7年歴年の会員社の取扱高合計は4兆2,565億 円とな り、

日本の広告費[(株)電 通の推計による]に 占める割合は、78.4%と なっています。国内には、広告業団

体が当協会以外 に20あ り、その多 くは地方各地に所在 しています。これ らの協会の会員社 は当協会の会員

社 と多 くは重複 しています。

当協会の事業活動は、主 として会員社か らのメンバーによって構成 される委員会を中心 に展 開されてお

り、事業関係の基本 となる委員会は8つあ ります。

EDIに 係 わる委員会は、 「情報システム小委員会」で、すでにあった取引合理化委員会の下部機関とし

て平成4年秋に新設されました。当協会 には、約20年 程前 「電子計算機i部会」が設けられ、3年間継続 した

だけでその後廃 止されたままになっていました。当時は会員各社のコンピュータ導入が積極的に行われて

いた時期で した。

最近当業界で も、社内処理だけでな く、取引先 とのオンライン処理が始まってお り、特に媒体社 との間

で活発になる徴候 を見せは じめています。取引決済、広告紙面の場所取 り、広告原稿の送稿などです。こ

れらは個々の広告会社 と個々の媒体社 との話 し合いでシステムを作 られているのが現状で、今後拡大 して

ゆ くにあたって標準化 の問題な ど多 くの課題が予想 されています。

情報システム小委員会は、新設以来平均月1回 のペースで会合を重ねてお り、各委員社か ら現況報告を

聞いた り、専門家 を招いた りして基礎的な研究に取 り掛かったところであり、取引先である媒体関係団体

との話し合いも緒 についたばか りです。

連絡 先(社)日 本広 告業協 会

〒104東 京都 中央区銀 座4-8-12コ チ ワビル

TelO3-3562-0876FaxO3-3562-0889

【平成7年 度活動実績】

・広 告会社11社(朝 日広告 社 、旭通信社 、1&S、 オ リコム、第一企画、大広 、電通、東急エ ージ ェン

シー、博 報堂 、マ ッキ ャンエ リクソン、読売広 告社)の コン ピュー タ部門担 当責任者 による 「情報 シ

ステム小 委員 会」 の月例 定期会議 の開催

・広 告会社 の取 り組 むEDIに ついて

・媒体社 とのEDI推 進 と標準 化 につい て

・EDIに 関す る外 部情報 の収 集

【平成8年 度活動予定】

・EDIに 関す る取組 み につい て

・関係 業界 との連携 につい て

・クライア ン トか らの要求へ の対 策 につ いて

・情報収集 と現 状把握 のた めの勉 強会 の開催
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35.(社)日 本 自動 車工業会(JAMA)

(社)日 本 自動車工業会は、わが国自動車工業 の健全な発達を図り、 もって経済の発展 と国民生活 の

向上に寄与することを目的 とした団体であ り、 日本で乗用車、 トラック、バス、二輪車(含:原 動機付自

転車)を 製造する企業13社 が加盟 しています。

主な事業 として、① 自動車に関する内外の生産、流通、貿易及び消費に関する調査 、② 自動車の生産

の合理化、生産技術の開発向上 に関する施策 の樹立及びその推進 、③ 自動車の貿易及び国際交流に関す

る施策の樹立及びその推進等ですが、④最近は特に、排ガス対策、交通安全対策、省エネルギー対策、地

球環境対策、 リサイクル対策等の推進策について熱心に取 り組 んでいます。これ らの事業は17の委員会、

54部会等により検討の上必要な対策を推進 しています。

EDIに ついては、会員各社が十数年前 より主 として取引先部品メーカー との間で実施 してお り、業界で

は夫々グループ毎に効率化 を目指 しEDI化 している状況にあ ります。

しか し、最近では、会員各社における取引のグローバル化の進展、国内取引先拡大に向けた基盤の共通

化の動きな らびに産業界 におけるEDI標 準化の動きもあ り、当会として平成元年11月 に 「情報シス テム

WG」 を常任委員会 ・企画部会の下に設け外部関連機 関への対応にあたるとともに、平成4年2月 に設置 し

た 「EDI検討会」 において、自動車業界 としてEDI標 準化 を導入す る場合の問題点等につ き検討 をおこな

い、その結果先ず、自動車メーカーと取引先部品メーカーとの間におけるEDIを 標準化することに決定 し、

具体的検討組織 として、平成6年9月 「電子情報交換標準化推進検討会」 を設置 しました。本検討会には、

メッセージWG、 技術WG、 運用WG、 実行WGの 各作業組織を設け、(社)日本 自動車部品工業会の協力を得

ながら、鋭 意作業を推進 し、本 年4月 には、量産部品の取引のためのJAMA-EDI取 引情報標準(ト ライア

ル版)を 作成 し、本年度から実験(ト ライアル)を 実施 してその有効性 を検証する予定 としています。 ト

ライアルと併行 して、試作部品のEDI標 準化等の作業を推進する予定 としています。

連絡 先(社)日 本 自動 車工 業会

〒100東 京都 千代 田 区大手 町1-6-1大 手 町 ビル

Te103-3216-5766FaxO3-3287-2073
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36.(社)日 本 情 報 シ ス テ ム ・ユ ー ザ ー 協 会(JUAS)

社団法人 日本情報 システム ・ユーザー協会(略 称JUAS、 会長=久 米 豊 ・日産自動車(株)相 談役)

は、昭和37年 に当時情報システムのユーザーの有志が中心 となって設立 した日本データ ・プロセシング協

会(昭 和56年 、社団法人化)を 母体 とする協会であ ります。発足以来30年 間にわたり一貫 してユーザーの

視点 と立場からコンピュータ等の情報システムの高度利用 に資する研究交流 ・調査 ・コンサルティング等

の普及 ・啓発活動 に専心 してまい りました。昨今、ダウンサイジングやオープン化等の世界的な新 しい情

報技術パ ラダイムの台頭や、経済低成長下で企業の情報化投資に対する見直 し等が盛んに行なわれるな ど

ユーザーを取 り巻 く情報化の環境は急激に変貌 しつつあ ります。

このように産業界の情報化が大 きな転換点を迎え、情報化推進に占めるユーザーの視点や考え方に従前

以上のウエイ トが置かれるようにな りました。こうした背景から我が国の情報システム ・ユーザーを代表

する団体の必要性 を叫ぶ声が高まり、平成4年7月 に現在の姿でスター トをきりました。

中立なユーザー団体 としての本会の責任 と使命は、今後の我が国の情報化推進を図るうえで重要な意味

を持ち、産業界だけでな く行 政、海外 を含 む標準化 関連団体、情報化産業関連各団体諸機関からの期待は

大きなものがあります。これ ら関係各位の期待にどこまで応えてい くことが将来的な協会発展のカギです。

現在、各産業を代表す る大手企業250社 をメンバーの中核 とし、情報化 ノウハ ウを通 じたユーザー企業の

経営革新 に資する研究交流 ・調査 ・出版等の事業を展開しています。これ らの事業や協会運営の基盤を支

えているのが下記の各委員会です。

1.政 策企画委員会(委 員長:渡 邊正太郎 ・花王(株)副 社長)
・企画部会 ・広報部会 ・調査部会 ・国際交流部会

2.経 営革新研究委員会(委 員長:礒 山隆夫 ・東京海上火災保険(株)専 務取締役)
・情報化戦略研究部会 ・業務革新研究部会 ・インターネッ ト・イン トラネッ ト研究部会

3.標 準化推進委員会(委 員長:宮 津 純一郎 ・日本電信電話(株)社 長)
・標準化動向調査部会 ・情報インフラ管理技術研究部会

4.技 術交流委員会(委 員長:窪 田 芳夫 ・東京電力(株)顧 問)
・データウエアハウス研究部会 ・新技術動向研究部会

5.情 報化推進対策委員会(委 員長:宮 崎 和郎 ・アンダーセンコンサノけイングパートナー)
・会計研究会 ・購買研究会 ・営業研究会 ・ISC研究会

6.関 西支部(支 部長:滑 良 正一 ・日本ハム(株)取 締役)

6-1関 西企画委員会(委 員長:山 浦 恒稔 ・住友電気工業(株)情 報システム部長)

6-2関 西事業委員会(委 員長:支 部長兼任)
・情報化費用研究部会 ・EUC研 究部会 ・情報化推進研究部会 ・新技術動向研究部会

・危機管理研究部会 〉

ユーザーが一企業だけでは解決 しえない諸問題を中心 に、業界横断的な広い視野か ら問題解決のための

ノウハ ウを探 り、その成果をユ ーザー企業の情報化やそれを通 じた企業経営の革新に役立ててもらうとと

もに、必要に応 じ、行政や情報産業界への積極的な提言を行 っていきます。

EDI推 進協議会においては業界の枠組みを越えた共通の目標の中で、産業情報化を牽引すべ くリーダー

シップを発揮 していただ くことに期待 します。

連絡 先(社)日 本 情報 シス テム ・ユ ーザ ー協会 事務局 長 神保 祐一

〒103東 京都 中央 区 日本橋小伝馬 町15-17ASK日 本橋 ビル5F

TELO3-32494101FAXO3-5645-8493

【平成7年 度活動実績】

標 準化推進委員会 は 「ドキ ュメ ン ト・デ ー タ標準 の課題」 として、ユ ーザ ーの視点 で<SGML>を 検 証

し、そ の成果 を平成8年5月 に報 告書 に纏 め て発表 しま した。

【平成8年 度活動予定】

ネ ッ トワーク ・コンピュ ーテ ィングの時代 を迎 えて、 ネ ッ トワークを含 む情報 インフラの管理技術 、管

理体 制 につい て研 究す る。
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37.日 本製紙連合会(PA)

[目的 ・事業]

日本製紙連合会は、昭和21年 に紙及びパルプ工業会が設立 されて以来、幾多の変遷を経て、昭和47年

紙 ・パルプ連合会 と板紙連合会が合併 して設立 された事業者団体です。

わが国紙 ・板紙 ・パルプ製造業の健全なる発展を図ることを目的として、わが国主要紙 ・パルプ会社

によって構成されてお り、委員会活動 を中心 に次のような事業 を行っています。

紙 ・板紙 ・パルプ製造業に関する

(1)内 外の調査、研 究

(2)情 報、統計資料 の収集お よび提供

(3)広 報活動

[会 員]

紙 ・パルプ製造業者及びその団体である正会員 と、流通業者、商社、海外法人企業の日本支社等の賛

助会員によって構成 されてお り平成8年5月31日 現在の会員数は正会員56社 、7団体、賛助会員83事 業

所 となっています。

[組 織]

総 会、理事会、部会(総 務 ・紙板紙 ・パ ル プ古紙 ・林材 ・技術 環境 ・法規税制)、 各種委 員会 があ

ります。

[紙 ・パ ルプ業界 におけ る情報 シス テム]

《紙 ・パ ルプ コー ドセ ンター》

昭和46年 に紙 ・パ ル プ業界 の総合 的流 通合 理化 に寄与す るこ とを 目的 として、業界4団 体(日 本製紙

連合会、 日本洋紙代理店会 連合会 、 日本板紙代 理店会連合会 、 日本 洋紙板 紙卸商業組合)の 支援 の下 に

紙 ・パル プ コー ドセ ンターが設立 され ま した。

セ ンターは、業界統 一 コー ドの整備 、維持 、管理、普及 にあたって きてお り、業界 にお ける企 業間高

度 情報交換 シス テムの発展 に大い に寄与 して きま した。なお、平成8年3月 末現在 のコー ド登録件 数は品

名 で33,714件 、取引先で53,523件 、TELマ ス タで53,451件 とな ってお ります。

又、平成7年11月 に当セ ンター の中に 「紙パEDI規 約制定準備委員会 」 を設置 し、平成8年12月 を 目途

に紙パル プ業界 のEDI規 約 の制定 を進め てお ります。

《紙 ・パル プ情報 シス テム研 究所 》

昭和48年 に、紙 ・パ ルプ情報 シス テム研 究所 が発足 し、情 報 シス テムの研 究 を進 めて きま したが、 昭

和55年 には、デ ータ交換共 同 シス テム と しては先駆 的な 「P-DExjを 稼働 させ、複数企業 間のデータ交

換 業務 が開始 され ま した。 その後平成2年 に、 この 「P-DEX」 に替 わ って、 シス テムの拡張性 と効率性

にす ぐれた 「P-EDI」 システ ム(製 紙 メ ー カー、代 理店、物流 業者 間 を結 ぶ)を 稼働 させ、既存 の 「紙

パ流通VAN」 システム(代 理店 と卸 商間 の受発 注 システム)と の接続 が行 われ、物流情報 の交換が行

われる ことにな りま した。

なお、紙パ ル プ情報 シス テム研 究所 はP-EDI以 外 に取 り立て るべ き重要案件が な くなったこ とか ら、

平成8年8月 末 をもって解散す る予 定で あ ります 。今後 は紙パ ル プコー ドセ ンターが情報処理共通基盤 の

整備 に関する事 項 を取扱 うこ ととな ってい ます。

連絡先 日本 製紙 連合会

〒104東 京都 中央区銀 座3-9-11

TelO3-32484803FAXO3-3248-4827
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38.日 本 チ ェ 一一ンス トア協 会(CA)

当協会 は、チ ェー ンス トアの健全 な発展 と普及 を図る こ とによ り、小 売業の経営 の改善 を通 じて、我 が

国流 通機構 の合 理化 、近代化 を促進す る とと もに、国民 生活の向上に寄与す るこ とを 目的 に、1976年8月

に設立 した。1996年3月 現在 会員企業 は133社 、7,727店 舗が加盟。年 間販売 額は16兆1739億 円(速 報ベ ー

ス)と なっている。

チ ェーンス トア業界 は、不特 定多数 で規模 の異 なる業種 を超 えた取引先 と一般 消費者相手 に業 を行 うと

い う特性か ら、標準 化 な くして は効 率化 は望めず、早 くか らビジネス プロ トコル を中心 とした標準化 に取

り組 んで きた。

これ まで に、 シス テム化促 進のため の統一伝票 や オンライン通信 手順、伝 送 フォーマ ッ ト等、小 売業 と

取引先 間での商取 引 に必要 な ビジネス プロ トコルの標準化 を行 った。

特 に、1980年 には、異業種 間で、 しか も異機種端 末機接 続 を可能に したBSC手 順準拠 の 「JCA手 順:取

引先 デー タ交換標 準 通信 制御 手順」 を制定 し、流通 業界 におけるオ ンライン化、EDI化 を促す とともに、

現在 は他業界 に も幅広 く使 用 されている。

また、1991年4月 には、OSIのMHSを ベ ース と した 「JCA-H手 順」 を追加制定 した。 これか らのEDI環 境

に充分対 応 可能なEDI通 信 プロ トコル として広 く普及 が期待 され、既 に受発注 をは じめ商品マス ターや

CADデ ー タ伝送 交換 な どにも利 用 されてい る。

また、 クーポ ンEDI(1993年 標 準化)や 物流EDI'(1994年 標準化)の 通信 手順 と してその利用 の範囲 は

拡が ってい る。 さ らに、食 品、雑 貨分野 におけるECRや 衣料 品 を中心 としたQRの 促 進 に も活用が期待 さ

れ る。

〈これ まで に標 準化 した主たる もの は下記 の とお りで ある 〉

制定時期 内 容

チ ェー ンス トア統 一伝 票

手書 き用(B様 式)

1975年3月 オフライン用仕入及び返品伝票で手書

き用、タイプ用、OCR用 の3種 類を制定。

JCA手 順(J手 順) 1980年7月 BSCを 中心 とした通信 手順。

標準 デー タ交換 フ ォーマ ッ ト 1982年7月 オンライン発注 デ ータの標準 デ ータ伝 送

フォーマ ッ トで、発注仕入伝票 発行 用 と

ピッキ ング リス ト発行 用 の2種 類 の標 準

フォーマ ッ トを制定 。

ターンアラウン ド用

発注仕入伝票

1984年3月 オ ンライ ン発注用発注仕 入伝 票 で、伝票

明細行数 によって、1型 、2型 、3型 、4型

の4種 類 をB様 式伝票 として追加制定。

発注 コー ドとして、POS用JANコ ー ドが使

用可能 にな ってい る。

請 求デ ータ標準 フ ォーマ ッ ト 1985年4月 請求 データの標準 フォーマ ッ トを定め た

もので磁気 テープ、 フロ ッピーデ ィス ク

及び オンライ ン伝送 フォーマ ッ トの3種 類

がある。

発注 コー ドとして、POS用JANコ ー ドが使

用可 能になってい る。

オフライン用仕入

及 び返品伝票

1987年10月 発注 コー ドと して、POS用JANコ ー ドを使

用可能 とし、仕 入 システムの効 率化 を図

る為 、 ター ンアラウン ド用発注仕 入伝票

フォーマ ッ トとの整合 を図 った。仕入、

返品伝 票共、 タイ プ用、手書 き用の2種

類 をB様 式伝票 と して追加制定 。
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JCA-H手 順(H手ll頂) 1991年4月 OSIの 一種 であるMHSを ベ ース と した通信

手順 で 、現行 のJCA(J)手 順 に加 え追 加制

定。

OCR用 ターン アラウン ド

発注仕入伝票

1992年3月 ター ンアラウ ン ド用発注仕入伝票 同一

フォーマ ッ トで、入力処理 のOCR化 を可

能 に した伝票。伝票明細行数 によ り、1型 、

2型 、3型 、4型 をB様 式伝票 として追加制

定。

ク ーポ ン情 報(ク ーポ ンEDI)

・ク ー ポ ン券 の バ ー コ ー ド表

示 体系
・クー ポ ンデ ー タ交 換 伝 送 フ ォ

ーマ ッ ト

1992年3月

1993年2月

JANコ ー ド表示体系

物流情報(物 流EDI)
・納品デ ータ交換伝送 フォー

マ ッ ト
・SCMラ ベル

1994年2月

1994年2月

事 前 出荷 デ ー タ伝 送

ITF、c(xle,128使 用

ソフ トグ ッズ(衣 料 品)情 報
・JANコ ー ド値札

・JANコ ー ド値札作成指 示伝 送

フォーマ ッ ト

1995年2月

1996年2月

ソースマ ーキングの促 進

連絡 先 日本 チ ェーンス トア協会 調査 ・広報部(笠 原)

〒105東 京都港区虎 ノ門5-13-1虎 ノ門40森 ビル6階

TELO3-3433-1290FAXO3-3433-1297

【平成7年 度活動実績】

① チ ェー ンス トア統一伝票(B様 式)、 標準 クー ポンEDI、SCMラ ベ ル及 び出荷 デー タ伝送 フ ォーマ ッ

トな ど、JCA標 準の 普及推 進 に努 め た。

②JCA手 順及 びJCA-H手 順 の普及 セ ミナーの実施 。

③JCA-H手 順 の機 能拡 充研 究 の実施。

④JCA-H手 順 の導入相 談会 の実施。

⑤ ソフ トグ ッズ(衣 料 品等)のJANコ ー ド値札作 成指示伝 送 フォーマ ッ トの標準化 。

⑥ 流通EDI、QR、ECR研 究 セ ミナーの実施。

⑦QR推 進協議会 に参加 、QR、EDI推 進 に委員参加 。

⑧ 通商産 業省 の電子取引標準化研 究委 員会及 び電子商取引環境 整備研 究会 に参加

【平成8年 度活動予定】

①流通EDI及 びPOS情 報データ等の有効利用調査研究。
-JCA手 順及びJCA -H手順の普及推進
－JCA-H手 順の機能拡充研究

一統一伝票ほか、JCA標 準の推進

②QR及 びECRに 関する調査研究。

③個人情報保護ガイ ドラインの拡充 ・改訂研究

④マルチメディアに関する研究。

⑤電子決済システムに関する調査研究。

⑥情報システム課のための内外研究会の実施。
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139・(社)日 本 電気計測器工業会(JEMIMA)

近年、エ レク トロニクスの導入は、各産業界ですさまじい勢いで進展 しています。このような中で、電

機計測器は品質の保証、製造の基準等、必要不可欠な役割を果た しています。当工業会は、電気計測器産

業並 びに関連産業の健全な発展 を図る とともに、日本経済の繁栄 に寄与することを目的として、昭和23

年に設立されました。

現在、関係行政機関への協力、計測 ・制御 の研究開発、性能の向上、信頼性、生産の合理化 ・標準化、

利用普及の促進、生産、需要、新技術、重要な内部の特許等についての調査 ・研究、などの活動を行って

います。

また、使用者 を始めとする各種産業界に対 して、次の事業を行 っています。

1.使用者、生産者協議 によりJISその他の標準化

2展 示会等を通 じて新製品 ・新技術 の紹介 ・発表

3.機器が安全、かつ外部の影響 を受けないような設置及び取扱 についてのガイ ドラインの作成

4.使用者が見てわか りやすいカタログや取扱説明書の研究

5.その他、産業界 に役立つ各種事業

連絡 先(社)日 本 電気 計測器 工業会 企画調査部(石 田)

〒105東 京都 港区虎 ノ門1-9-10

Te103-3502-0601FaxO3-3502-0653
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140. (社)日 本電機工業会

当工業会 にお け るEDIに 対 する取 り組 みは、平成3年9月 に設置 した 「EDI推 進委員会(同8年4月 よ り、

EDI委 員会 と改称)」 が 中心 となって、高度産業 情 報化 への対応 の 一環 と して活動 してお ります。

これまで は、電気4業 界(電 力 ・電線 ・電子 ・電機)間 のEDIを 目標 に進めて きま したが、昨年度 か ら

は、鉄鋼業界 との 聞及 び会員相 互 間に もEDIを 導入すべ く検討 を進 めてお ります。

連絡先(社)日 本 電機工業会 重電部高度 情報化推進室

〒100東 京都 千代 田区永 田町24-15

TELO3-3581-4842FAXO3-35814859

【平成7年 度活動実績】

1.EDI取 引の拡大

(1)電 力向け配電用機器取引EDIの 拡大

(2)鉄 鋼業界 との間で鋼材取引EDIの 検討開始

(3)会 員相互取引へのEDI導 入検討開始

2.EDIセ ミナの開催

(1)次 の2テ ーマについての特別講演

「高度産業情報化の国際情勢 と通産省の施策」,「 日本の産業界 にお けるEDIの 現状」

(2)会 員におけるEDI事 例紹介

(3)JEMA版EDI導 入ガイ ド説明

3.国 際EDIへ の対応

(1)6年 度 に引 き続 き電気事業連合会及び電線工業会 と共に、UIG(米 国電力 ・電機EDI推 進グルー

プ)に 賛助会員 として定期会合に参加 し、情報交換 を実施

(2)第12回 アジア太平洋経済協力会議(APEC)テ レコミュニケーシ ョンWGへ 参加 し、アジア地域

におけるEDI動 向調査 を実施

【平成8年 度活動予定】

1.EDI取 引の拡大

(1)電 力 業界 とのEDI拡 大

(2)会 員相 互取 引へのEDI導 入

(3)鉄 鋼業界 との間で鉄 鋼EC実 用化研 究 の推進

2.金 流 ・物流EDIの 研 究

3.EDIセ ミナの開催

4.標 準納 品書 システムの検 討

5.EDI国 際対応

6.推 進体制

EDIifi会－E無 難

以 上
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41.(社)日 本電気制御機器工業会

【平成7年 度活動実績】

1.EDI推 進協議会の活動への参画

2.EDI推 進協議会平成7年度計画関連事項の推進

3.EDI推 進協議会発行資料等の情報の会員への提供

4.EDI推 進協議会活動状況を当工業会会報で紹介

5.当 工業会物流対策推進委員会でのEDIの 研究

【平成8年 度活動予定】

1.EDI推 進協議会の活動への参画

2.EDI推 進協議会平成8年度計画関連事項の推進

3.EDI推 進協議会発行資料等の情報の会員への提供

4.EDI推 進協議会活動状況を当工業会会報で紹介

5.当 工業会物流対策推進委員会でのEDIの 研究

連絡先(社)日 本 電気制御機器工 業会

〒105港 区浜松 町2-1-18大 門光ピル8F

TELO3-3437-5727FAXO3-3437-5904
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42.日 本電気大型店協会

【平成7年 度活動実績】

1.家電流通情報システム化研究会

・平成7年11月22日(水)〈 事前打合せ会〉

・平成7年12月1日(金)〈 情報システム化研究会〉

①商品情報伝達システム関連 について

②E伝 票改定その後の経緯について

③NEBAグ ループを中心 としたEDIの 取 り組み状況 について

④FAX-OCRの 標準化への取組 について

⑤GMSに 見るEDIの 取組 について

⑥次世代情報 システムについて

⑦今後の研究会のあ りかたについて

⑧RVに 関するその後の経緯 について

⑨その他

【平成8年 度活動予定】

1.取引間の情報システム化 の推進

※在庫問い合わせシステム(R-VAN)の 、2VAN相 互更新の具体化、商品情報システム及びJANコ ー ド

の利用推進を行 う。

①情報システム化研究小委員会の開催

②(財)家 電製品協会EDI推 進委員会の家電流通情報システム化研究会への参画

2.情報システム関連

※取引間における先進的かつ効果的情報システムの動向等を、次の関係各委員会 に参画 して収集 し、会

員企業へ関係情報の提供 を行 う。

①(財)流 通システム開発センター ・総合委員会への参画

②EDI推 進協議会への参画

以 上

連絡 先 日本 電気 大型店協会

〒101東 京都千代 田区外神 田1-11-4ミ ツ ワビル

TELO3-3251-0146FAXO3-3251-0145
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43. (社)日 本電子機i械工業会(EIAJ)

(社)日 本 電子機械 工 業会(民 生用及 び産 業用 電子機器、電子部品 ・電子 デバ イスの メーカー等570社

による業界 団体)で は会員企 業 の電子取引 の標準化 を推進す るため、昭和63年 にEDIセ ンター を設置 しま

した。平成元年5月 、 「EIAJ取 引情報化対応標準1A」 を発行 し、業界 標準EDIが 実用化 しま した。以来、

対 象 とす る業務 範 囲 を順次広 げ る とともに、標準納 品シス テム、バ ーコー ド ・ラベ ル ・シス テムな どの ア

プリケ ーシ ョンの整 備やCIIシ ンタ ックス ルールに基 づ く物流EDIの 追加 を行 い 、平成6年1月 には現行バ ー

ジ ョン 「1994年版 」 を発行 しま した。

EDIセ ンターは正会員185社 、賛助 会員68社 で構成 され、EIAJ標 準 を利用す るため に登 録 され た統一企

業 コー ド(標 準企 業 コー ド)は1,750社 に及 びます。

EIAJ-EDI標 準 の 開発 ・維 持管理 のため に、EDIセ ンターで は登録委員200名 によ り、情報化対 応運営委員

会 の もとに9つ の ワーキ ンググルー プを設け、それぞ れ月1回 以上の活動 を続 けてい ます。

現在 の主 な活 動 内容 は下記 の通 りです。

①標準 メ ッセ ー ジ(商 流 線)の 開発 ・維持 管理 と変更手 続 きな どの標準化作 業

②標準納 品 シス テム普及の ための施 策

③ バー コー ド ・ラベ ル標 準化 と国際運用 開発 への参加 ・対応

④CALSな ど新技術 動 向へ の対応

⑤ 商流EDIのCIIシ ンタ ックスルール採用へ の具体 的対 応

⑥EDIFACT日 欧米電子 業界版 サブセ ッ ト制定 への参加 と普及

⑦物流EDIの 定 着化 ・実用化

⑧請 求支払EDI開 発 プロジェク トへ の参画

⑨EDIを 切 り口 と した総合 的な業務改 善の立 案 ・提 唱

EDIセ ンターで は公 開の原則 に従い 、規格類 の刊行 な らびにセ ミナーによる解 説 な どを今後 も続 けます。

EDI推 進協議会 にはペーパ ー レス化 な ど、個別 の業界 団体 では困難 な問題点へ の積極 的 な取 り組み と強

い指導力 を期待 します。

連絡 先(社)日 本 電子機械工業会EDIセ ンター

〒105東 京 都港区西新橋1-5-13第8東 洋海事 ビル

TELO3-3593-8323FAXO3-3593-8324

【平成7年 度活動実績】

・組織名 EDIセ ンター(会 長:片 岡政隆(ア ル プス電気(株)取 締役 社長))

・委員会
情報化対応運営委員会(委 員長:水 嶋康雅(ソ ニー(株)取 締役 プロキュア

メン トセンター長))

・開催 したセ ミナ ー ナ

ー

ミ

ー

ナ

セ

ナ

、、、

』
㌫

平成7年4月(東 京)

平成7年5月(東 京 ・大阪)

平 成7年12月(東 京)

・刊行物 業 際EDIパ イ ロッ トモデルの調査 研究 開発報告書－IV

EIAJ版EDIFACT標 準規格書 「ORDERS」 「INVOIC」

・そ の他
①次期バージョンへの取組み と普及推進活動

②標準納品システム導入ガイ ドの策定
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③請求支払EDIの 開発 と トライアル実施

④ 国際EDI対 応

⑤2次元バーコー ドラベルの検討 と国際協調

⑥新製品情報な どの情報交換への取 り組み

【平成8年 度活動予定】

・組織名

・委員会

・開催予 定のセ ミナー

・そ の他

EDIセ ンター(会 長:水 嶋康雅(ソ ニー(株)取 締役 プロキュアメ ン トセ ン

ター長))

情報化対応運営委員会(委 員長 岩崎

センター企画部統括部長))

健(ソ ニ ー(株)プ ロキュァメン ト

支払 請求 トライアル成 果

標準納 品シス テム導 入 ガイ ドの解説

バ ー コー ド ・ラベ ル ・グローバル ・ガイ ドラインの解説

国際EDI対 応'

次期 バージ ョンの解説

①EIAJ・EDI標準企画書 次期バージョンの発行

②標準納品システムの普及促進

③CALSな どEDIの 高度化への対応 と対象の明確化

④EDIを 通 じた総合的な合理化対策の提唱

⑤請求支払EDIの 高度化 とトライアル実施

⑥国際ED斑 応

⑦インターネットを利用 したEDIへ の トライアル

以上
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44.(社)日 本電子工業振興協会(EIDA)

(社)日 本電子工業振興協 会 は、1959年 に電子工 業に関する技術 の向 上、生産の合理化 、利用技術 の高

度 化並 び に普及 の促進 な どによ り、電子工業 の振興 を図 り、 もって 日本経済 に寄与す ることを目的に、わ

が国 電子工 業界 に指導的地位 を占める有力エ レク トロニクスメーカに よって設立 され、現在 では情報産 業

の 中心 団体 と して、情報産業 に係 わる種 々 の課題等 につい て取 り組 んでお ります。会員数 は、正 会員108

社 、賛助会員60社 によ り構成 され てお ります。

当協会で は、平成元 年 にEDI研 究会 を設け、標準化 の動向等 につ いて調査 を行 う とともに、情 報技術 の

立場 か ら標準化活動 に積極 的 に協力 してまい りま した。 また、昭和60年 には、異機種 コン ピュー タ間の相

互接続 、相互運用 の要 求増大 に対処 し、 国際的な協調 を図るため、OSI推 進協議 会(POSI)を 設立 して、

ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ャの標準 化 の推 進に努力 してまい りま した。

近年 は、OSI推 進協議会 を発 展 的 に解 消 し、OSE推 進協議会 としてオ ープ ンシステム環境 下 にお ける相

互接続お よび相 互運用性全般 に係 わる政策問題や技術問題 につい て検討 を進 めてお ります。

また、CALSに つ いては、 わが国で最初 に研 究会 を発足 させ、その意義 と普及 に努力 したほか、GIIの 推

進 につい て、 日 ・欧 ・米 ・加 の4極 で民 間ベ ースの タス クフォース を結成 し、G7サ ミッ ト等 に提 言 を行 う

な ど、民 間主導 に よるGIIの 推進 に努力 してお ります。

パ ソコンや イン ターネ ッ トの 普及 と ともに、情報化 の進展 は ます ます加速 し、 よ り簡便 で効 率 の よい電

子情報 の交換 が求 め られてお り、EDI推 進協 議会 の果 たす役 割 は、 ます ます 重要 にな ってい る と考 えてお

ります。

連絡先(社)日 本 電子工 業振興 協会 情 報産 業 部

〒105東 京 都港区芝公 園3-5-8機 械振興 会館 内

TelO3-3433-1941FAXO3-3433-6350
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45.(社)日 本 電線工 業会(CMA)

(社)日 本電線工業会は、電線製造業をもって構成する全国的組織 団体で、昭和20年 に日本電線協会

として戦後の電線事業の再建、復興を図るために創立 し、その後昭和32年 令の名称に改組 し現在に至って

い ます。会員数は159社 で、理事会の下、29の 特別委員会、委員会、技術専門委員会に分かれ、電線事業

にかかわる種々の課題 に取 り組んでお ります。

EDIに 対する取 り組みは1984年 に発足 した産業情報化対応委員会で、高度情報化への対応の一環 として

活動 してお ります。1988年 以降はEDIに 焦点を絞って取 り組んでまい りました。当委員会のEDIの 取 り組

みは、取引関係の強い電力業界、電子機械業界がそれぞれ業界標準 として発行 された 「資材業務 ビジネス

プロ トコル標準」 「EIAJ取引対応標準」 を電線取引に利用 した場合の問題点を、実際に使用 している伝票

とか各社の処理内容をもとに要望事項、質問事項に整理 し、それを関係業界 に投げかけるという方法 を取 っ

てきました。

1991年 か らは 「電気4団 体による業際EDIに 関する連携指針」 に基づき、(社)日 本電子機械工業会、

電気事業連合会、(社)日 本電機工業会 とCII標準を使 った業際EDIを 実施ベースで進めてきてお ります。

EDI推 進協議会の活動により、業際に発展 してきた標準化活動が一層加速され、促進されてい くことを

大いに期待 したい と思います。

連絡先(社)日 本 電線 工業会 調査 部

〒104東 京 都 中央 区築地1-12-22コ ンワ ビル6F

TELO3-3542-6033FAXO3-3542-6037

【平成7年 度活動実績】

・委員会名:産 業情報化対応委員会(委 員長 三橋 博)

・活動内容要旨:

1)標準化の検討 と実施

電気4業界連携指針に沿った標準化の検討活動を継続 して行っています。

平成7年度では、今後会員がEDIを 始める場合に利用できる 「電線取引ガイ ドライン」の作成 に入っ

ています。

2)普及啓蒙活動の促進

平成5年度、6年度に引き続 き平成7年度 も電線 としてのEDIセ ミナーを今年3月 に実施 しました。今回

は上記のEDIガ イ ドラインをベース とした内容で、東京及 び大阪の2カ所で開催 し、42社 、62名 が参

加 しま した。

3)業際活動への参加

産業情報化推進センターを中心 とした活動に積極的に参加 してお ります。(「EDI推 進協議会/普 及

啓蒙委員会」、 「データタグ委員会」、 「中小企業物流EDI研 究委員会」等)

また、平成6年 度に引 き続 き平成7年 度 もアメリカの電力会社 とそのサプライヤーからなるEDI推 進団

体(UIG=UtilityIndustryGroup)とE3連 絡会(電 力、電機、電線)と の合同 ミーティングが もたれ、

日本での実施状況について発表 しました。

4)企業間高度電子商取引推進事業への参加

掲題に関する公募が通産省の平成7年 度2次補正予算で行 われました。電線業界にとって建設 ・電販

における流通取引についてEDIの 標準化が課題であったこと及び取引慣行改善の観点か ら応募 し採択

されました。

【平成8年 度活動予定】

・委員会:産 業情報化対応委員会(委 員長 三橋 博)

・活動内容要旨:

平成8年度の活動方針 としては、電子商取引のプロジェク トを最優先 としかつ平成7年度 に引き続き、

標準化の検討 と実施、業際活動への参加 も合わせて行います。

また、UIG/E3の 活動を通 じてグローバルな動 きについても把握 していきます。

以上
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46.社 日本1"一 ソ棚 ンヒ.L－タソフトウェア協 会 ネットワーク協 議 会(JPSA)

(社)日 本 パ ー ソナル コ ンピュー タソフ トウ ェア協会 は、1986年 に、 パ ーソナル コ ンピュータ ソ

フ トウェアに係 わる権利 保 護、 開発 お よび流 通 の動 向等に関 する調査研 究 、並 びに流 通 に係 わ る規 格 化

お よび統 一化 を推 進す るこ と等 によ り、利 用 者 の利便性 の向 上 を図 り、 よ ってわが国の 産業の健 全な 発

展 と国民 生活の 向上 に寄与す る ことを目的 と して設立 され、 現在 の会 員 は、正会員310社 、賛助 会 員

55社 、特 別賛助会員14社 に よ り構成 され ています 。

近 年の我 が国 に おけ る情報処 理業務 の ダウ ンサ イジ ング とオープ ン化 は、 集 中管理 か ら分 散協調処 理

方式へ と展 開 し、LAN(企 業 内ネッ トワーク)化 が急 速に進んで来 ました 。 また、昨年 か ら始 まった、

イン ターネ ッ トの全 世界 的 な爆 発 的普及 は、 社会 における コ ンピュ ー タ システ ムの多元 的なネ ッ トワ ー

ク化 が、歴 史的 な趨勢 であ るこ とを示 してい ます。 この よ うな時代 の要 請 に応 じるべ く、我 が国の産 業

風土 に根 ざ した ネ ッ トワーク コ ンピ ューテ ィングの発展 に 貢献す るこ と を目的 に、 これ に関わ る多 くの

企業が公平 な立 場で ビジ ネ ス ソ リュー シ ョンを検 討す る場 として、(社)日 本パ ーソナ ル コンピュー タ

ソフ トウェ ア協 会 を母体 として、1991年 にネ ッ トワーク協議会 は設立 され ま した。 ネ ッ トワー ク コ

ン ピューテ ィン グに関す る問題 は、従 来型の枠 内 だけには納 まりませ ん 。当協議会の会 員 メ ンバーは 、

コン ピュー タハ ー ドウ ェアメー カ、ソ フ トウ ェアベ ンダ、通 信 関連機器 メーカ、お よび イ ンターネ ッ ト

プロバ イダな ど多 様 な業種 の企業 か ら構成 され、活発 な交 流活動 を展 開 してお ります。

現在106社 の 会員 に よ り、 各種 の委員 会活 動 ・イベ ン ト ・セ ミナー ・視 察会 な どを開 催 してお りま

す。委 員会 と して は、(JPSAと ネ ッ トワーク協議会 を母体 として設 立された)シ ス テム ソリューシ ョ

ンセンター とち ぎの利用法 につ いて提 案する ものや、 ソフ トウェア特許等法 的問 題一般 を検討す る もの、

および時勢 に適 した技術 的問題 を取 り扱 う技術委 員会や広 報委員会 な どを実施 してお ります。 また、ネ ッ

トワークコ ン ピュ ーテ ィン グの世界 的な 一大 イベ ン トで あるNetWorld+interopの 共催 を始 め、各種 のイ ベ

ン トやセ ミナー お よび視察 会の 開催 を通 し て、わが国 にお けるネ ッ トワー クコンピュ ー テ ィング業界 の

発展 に寄与す る活 動 を行 ってお り ます。

連 絡 先 ネ ッ トワー ク協 議 会 事 務 局 一

〒101東 京 都 千代 田 区神 田 司 町2-2新 倉 ビル7F

TEL:03-3253-1094FAX:03-3253-1095

1NETHomePageURL:http:〃www.sscmeしorjplnwc

－51一



47.(社)日 本半導体製造装置協会(SEA)

社 団法人 日本 半導体製 造装 置協会(SemiconducterEquipmentA⑨sociationofJapan:略 称SEAJ・ 会長 大

浦 浦(株)ア ドバ ンテス ト社 長)は 、1985(昭 和60年)年3月 に大手半 導体 メー カーが発起人 となって

設立 されま した。

昨 年10年 目を迎 え、 この記念すべ き年の7月3日 に通 商産 業省 よ り許可 をい ただ き、公益 法人 として新

たなス ター トを き りま した。

会員数 は・正会 員108社 、賛助会員87社 の計195社(平 成8年6月21日 現在)と なってい ます。

当協会には・理事会社18社 で構成する理事会があ り、その下に運営の中心 として運営委員会が設置さ

れ、業務部会、調査部会、技術部会、広報部会、セ ミナー部会、標準化部会の6つ の部会 を統括 していま

す。主な活動内容は下記のとお りです。

(1)調 査研究
・半導体及 び液晶パネル製造装置の販売

、受注統計並びに需要予測調査を行い発表する。
・装置の安全性

、環境保全、製造物責任等の調査を行 う。
・大口径シリコンウェーハ用装置等に関する新技術の調査研究を行 う

。

(2)標 準化の推進

・装置の標準化の推進 を関係団体 との連携 を保ちなが ら実施する
。

・半導体製造装置及び液晶ディスプレイ製造装置の 「用語辞典」の編集 ・発行を行 う
。

(3)普 及及び啓発
・経営基盤の強化 と技術の向上のため

、各種セミナー、講演会等を開催する。
・会報、各種ニュース、会員名簿の発行、展示会への参加を通 じて協会活動のPRを 行 う。

(4)国 際交流及 び協力
・海外で開催 される展示会に調査団を派遣 し

、市場動向、技術動向の調査並びに関連団体 との交流

及び協力を図る。
・企業の経営改善及び技術向上のため

、内外関連機関との交流及 び協力を行 う。

連絡 先(社)日 本 半導体 製造装置協会

〒160東 京都新宿 区荒木 町13-8内 田 ビル

TELO3-3353-7651FAXO3-3353-7970

一52一



48.日 本 百貨店協会(DSA)

当協会の情報システム関連の活動は、情報化推進委員会 を中心 に以下のような活動を行 っている。

【平成7年度活動実績】

1.EDI/QRの 基盤整備 に関する活動

今後のQRの 普及のための環境、基盤整備 のため、百貨店値札の標準化な らびにソースマーキングタ

グの標準化 を行 った。

2.情報化促進支援にかかわる活動

会員百貨店の情報化促 進のための支援活動として、平成7年度 は 「情報システム研究会」 を年4回 開

催 し、QRの 事例研究や業務効率化等の課題を研究 した。

【平成8年 度の活動計画】

1.EDI/QRの 基盤整備に関する活動

前年度 に引 き続 き、取引先 とのEDI/QR促 進のための基盤整備 として、受発注、売上、商品情報等の

データフォーマ ットやその運用の研究をおこなう予定である。

2.情報化促進支援 にかかわる活動

当面する情報システムの課題に関するセミナー、研究会を積極的に開催 し、会員百貨店の情報化促

進を支援 してい く予定である。

連絡先 日本 百貨店協 会

〒103東 京都 中央 区 日本橋2-1-10柳 屋 ビル

TELO3-3272-1666FAXO3-3281-0381
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49.日 本 フ ォーム印刷 工業連合会(BFA)

日本 フォーム印刷工 業連合 会(JapanBusinessFormsAssociation)は 、 ビジネス フォーム印刷 業者 の 自主

団体 で、北 海道 フォーム印刷 工業会 ・東 北 フ ォーム印刷工 業会な ど全 国10地 区の組織 と専 門 フォーム印刷

工 業会 の11団 体 で構成 されてい ます。 昭和40年 に通 商産 業省 、工業技術 院、 コ ンピュータユ ーザ団体等 の

支援 の もとに、全 国単一組織 の 「フォーム印刷協議会」 と して設立 され 、その後 昭和49年 に現在 の連合会

型組織 に改組 され ました。 日本 フォーム印刷工業連合会 の会員 は、11団 体です が、11団 体 に加 盟 してい る

企業 数は、約300社 、さ らに製紙 ・イ ンキ ・機械等 の関連企 業約50社 が特別会員 として加盟 しています。

印刷産業界 は、昭和60年 に設立 され た(社)日 本 印刷産 業連合 会の もとに、 日本 フ ォーム印刷工 業連合

会 ・印刷工 業会 ・全 日本 印刷 工業組合 連合 会 ・日本軽 印刷工 業会 ・日本 写真製版工業組合連合会 ・全 日本

製本工業組合連合会 ・全 日本 シール印刷協 同組合連合会 ・全 国グ ラビア協同組合連合会 ・全 日本 スクリー

ン印刷協 同組合連合会 ・全 日本 光沢化 工紙協 同組合連合会 の10団 体 が加 盟 し構城 され てい ます。

「ビジ ネスフ ォーム」 の定 義は、広 義 に狭 義 にい ろい ろ と説 明 されてい ますが、基本的 には 「電算機の

入出力 に関連す る諸帳票お よび応用 製 品」 とい うこ とがで きます 。また別の観 点か ら、 ビジ ネス フ ォーム

とは 「文字 ・数字 ・画像 に よる情報伝 達 の道 具」 ともいわ れています 。航空券 、宅配伝票、お買物明細表、

公 共料金 の案内状 な ど、 日常 生活 の中 に も数多 くの ビジ ネス フォームをみる こ とがで きます。

ビジネス フォームの年 間売 上高は、定義 の解釈 によ り、 また兼 業メーカーが多い ためその把握が難 しく

算出 しに くい のですが、印刷産 業全体(8兆 数千億 円)の 約1割 と考えてそ う大きな違い はない と思います。

日本 フォーム印刷工業連合会 は、資材 委員会 ・技術委 員会 ・国際委員会 な ど5つ の委員会 が軸 とな り、

業界発展 のた めの調査 ・研 究 ・情報交換 ・国 際交流 などを行 ってい ますが、高度 情報化が進展 するなかで、

ビジ ネス フ ォー ム産業が情報 の処理 ・加 工 のサー ビス を行 う産業 として、また、あ らゆ る産 業 との接触 を

有 す る産 業 として、その役 割 は大 きく、 よ り一層 の ソフ ト ・サ ー ビス化 、情報化 、技術 の高度化 に向か っ

て事業の推 進 に努力 してい る ところです。

連絡先 日本 フォーム印刷工 業連合会 事 務局

〒104東 京都 中央 区新富1-16-8

FAXO3-3551-8615FAXO3-3555-8466
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50.(社)日 本 貿易 会(JFTC)

(社)日 本貿易会は 日本の貿易に関する民間組織 として広 く企業 ・団体等 を会員に1947年 に設立された

団体で、その後1986年 に、わが国の貿易及び貿易業界の健全な発展 により一層寄与する事を目的に、商社

を中心 とする貿易業界の団体 に改組、今 日に至ってお ります。

日本貿易会 には、貿易 に関する企業 ・団体等約300社 が加盟し、正会員として100余 の貿易商社 ・貿易団

体 ・個人のほか、賛助会員 として200余 社のメーカー ・銀行 ・造船 ・鉄鋼等の貿易関連会社 ・団体 ・個人

がそれぞれ参加 しています。

日本貿易会は貿易業界の当面する諸問題に対 して会員の意見を取 りまとめ、相協力 して、その改善を図

り、必要に応 じて政府 関係当局 にも働 きかけるな ど、厳 しい国際環境への適応 を図 りなが ら、わが国貿易

の発展 と業界繁栄 の基礎固めに努力 してお ります。

そのような状況の下、現在20余 の部会がそれぞれの目的を持ち活動を実施 してお りますが、EDIに つい

てはその中の 「情報システム部会」が対応 してお ります。

日本貿易会 としましては、物の流れの中間にある立場且つあらゆる業界団体 と協調関係 にある立場で も

あ り、独 自の活動 ということではな く各業界 と歩調 を合わせた活動 を進めてお ります。93年 には、石油化

学工業協会 との合同作業部会 という形で 「石化協標準 ビジネスプロ トコル」の試行 を完成 させ、そのEDI

の推進に参画/協 業し、現在 は鉄鋼ネッ トワーク研 究会の商社部会 として日本貿易会のメンバーがその活

動に参画 してお ります。また、95年 には、電気事業連合会 との 「燃料油発注業務 ビジネスプロ トコル標準」

に対応するなど、各業界 とのEDI推 進に取 り組んでおります。

あ らゆる業界の参画を得て設立された 「EDI推進協議会」は、私共にとって新たな協調の場の発見であ

り、その活動への期待 と共に日本貿易会 としても応分の役割を果たす所存であ ります。

連絡先(社)日 本 貿易会 調査部

〒105東 京都 港区浜松 町2-4-1世 界貿易セ ンター ビル6F

TELO3-3435-5966,5967FAXO3-3435-5969,5979
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51.財 日本貿易関係手続簡易化協会(ASTPRO)

当協会 は、貿易 に関す る複雑 多岐 にわ たる手続 きを簡易化 し、貿易 関係 業務 の効 率化 に資す る ことを

目的 として、昭和49年 、大蔵 ・通産 ・運輸 の三省 の ご指導 を得 て貿易 関係 の団体 ・業界お よび企業 に よ り

設立 された法 人であ ります。

世界 貿易 の拡大 を目指 して貿易手続簡易化 運動 を推 進 してい る国連 の我が 国 におけ る唯一 の窓 口 として

関係 国連機 関や諸外 国 の簡易化機 関 と密接 な提携 を と り、 国際的 な簡易化活動 に参加 して まい りま した。

1990年9月 には、国連欧州経済委 員会の貿易手続 簡易化 作業部会 の活動 に よ り積極 的 に協力す る とい う

国の方針の もとにJASTPROが 母体 とな り我が国か らラポー ター を派遣 し、 その支援組織 と して 日本/シ

ンガ ポールEDIFACTボ ー ド(以 下JS/EBと い う)を 設 立いた しま したが、JASTPROは ラポ一 夕ー とJS/EB

の事務 局 を引受 け今 日に至 ってい ます。 その後、JS/EBは 、韓国 、中国、台湾(公 式 名称 はChineseTaipei

と称 している)の 参加 によ り1991年9月 アジアEDIFACTボ ー ド(以 下AS/EBと 称す)と 名称 を変更 しま し

た。EDIの ための国際規格で あるUNIEDIFACTへ の認 識が高 まるにつ れ、その後 マ レー シア、 イン ド、タ

イ、 フィリピン、ス リランカお よびイ ランが参加 し、現在AS/EBは 、10メ ンバ ー と1準 メ ンバ ーで構成 さ

れ ています。

また、国内 的には、従 来か ら書類作成 の合理化 、貿易 手続の円滑化 、貿易拡大等 のお役 に立つべ く努 め

て参 りま したが、 国際的な動向 を踏 まえ、三省のご指導 をいただきASIEBの 日本側支援組織 と してEDXFACT

日本委員会(以 下JECと 称 す)を1990年7月 に設立運営 し、 日本 の実情 に即 した意見 を国連 に反映で きる

体制 を整備 してまい りま した。

今後 は、 中長期的視 点 に立 って、現行 手続 きや使用 される書 式類 が貿易業務 の円滑化 、合 理化 にマ ッチ

す るか否か の見直 しを行 い適切 な改 善を行 ってい くとともに、我 が国か らラポーター を国連 に派遣 してい

るこ とに鑑み、 国連 で進めている貿易手続 きにおける電子データ交換(EDI)の 国際標準 であ るUN!EDIFACT

による標準 メッセ ージの開発作 業等 に積極 的 に参 加 し、 その啓蒙 ・普及 によ り国際協力 に貢献 してい くこ

とが強 く望 まれ てい ます。

当協会 は、以上 のよ うに、貿易関係手続 簡易化 の プロモーターあ るい はコーデ ィネー ター と して 国際的

な簡易化運動 に歩調 を合 わせ つつ、 この運 動 を推 し進め る とともに、我が国の貿易制度 、手続の改善、簡

易化 にたゆ まぬ努力 を重 ねて まい ります。

尚、EDIFACT関 連 の規格 、 ガイ ドライ ン等 の資料 は、一括 して当協会で実費 にて頒布 してい ますので

下記 にFaxに てお 申 し込 み頂 ければ幸いで す。

また、我が国の輸出入通 関 システ ムで あ るSea-NACCSやAir-NACCSやPOLINET(旧SHIPNETS)等 で

使用 され る輸出入者標準 コー ドも、 当協会 で付番 、維持 、管理 いた してお りますので 、輸 出入者標 準 コー

ド表の必要な方お よび標準 コー ドの取得 を希 望 され る方 も当協会宛 お申 し込み下 さい。

連絡 先(財)日 本 貿易関係 手続 簡易化協 会EDIFACT関 係 資料(担 当:小 久保)

輸出入者標準 コー ド(担 当:小 菅)

〒105東 京都 港 区芝大 門2-10-1第 一大 門ピル7階

EDIFACT関 係TELO3-3437-6135FAXO3-3437-6136

コ ー ド関係TELO3-3437-6137FAXO3-3437-6136

【平成7年 度活動実績】

(活動概要)

内外 における最近の貿易関係手続簡易化活動およびEDI化 の動向等を踏まえ、①UN/EDIFACTに 関する

ラポータ活動およびその支援活動、②貿易制度手続の簡易化策の検討な らびに、③ 日本輸出入者標準コー

ドの内容の充実、同コー ドの内容の充実、同コー ド表[第7版]の 出版 とその保守、管理に重点を置いた

次に揚げる8項目の事業活動を行った。
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1.貿 易 手続 簡易化 の進捗状 況 の把握 等

2.貿 易 関係 手続 のEDI化 へ の対応

3.貿 易制度 ・手続 の簡易化 策の検 討

4.貿 易デ ータ交換 お よび貿易情報 システ ム間の 関係等 に関する調査 ・研究

5.国 際会議へ の対 応お よび国際交流

6.EDICOM`95へ の協力

7.広 報普及活動

8.日 本輸 出入者 標準 コー ドの充実並 びに同 コー ド表第7版 の出版 とその保 守 ・管理

(活動実績)

・EDI制 度 手続 簡易化特別 委員会(委 員 長 朝 岡 良平)

EDI制 度手続 簡易化特 別委員会報告書(No.95-15)

・統計整備 調査 研究委 員会(委 員長 菅又 久 直)

統計整備研 究委託 事業報 告書(No.95--16)

一輸 出入報 告書式 と してのイ ンボイスの書式統一か らEDI化 まで

・APEC加 盟諸国 にお ける貿 易手続 きの電子 デー タ交換の進捗状況 調査報 告書(No
.95-14)

・UN/EDIFACT関 連 セ ミナ ーの開催(芝 パ ー クホ テル にて)

・下記書籍等 の出版 、頒布 事業

日本 輸出入者標準 コー ド表(第7版 一平成7年8月 発行)(含 コー ド登録事業)

UN!EDIFACTガ イ ドブ ック(第3版 一平成6年3月 発行)(No.93-14)

UN/EDrFACT関 連規 則1(No。91-03)(シ ンタックスルール 日本語版)

UN/EDIFACT関 連規則II(No.95-12)(メ ッセージ設計 ガイ ドライン 日本語版)

そ の他UN!EDIFACT関 連 デ ィ レク トリー、 コー ド集 、 メッセージ集

・アジ アEDIFACTボ ー ド(AS/EB)及 びEDIFACT日 本委員会(mC)の 事務局活 動

【平成8年 度活動予定】

・EDI制 度手続 簡易化特別委員 会(委 員長 朝 岡良平)

・統計整備調査 ・研 究(委 員 長 菅又久直)

・APEC加 盟諸 国 にお ける電子 デー タ交換 の進捗状 況調査研究

・日本輸出入者標 準 コー ド関係事業

・UN/EDIFACT関 係 事業

ラポータ事務局

アジ アEDIFACTボ ー ド(AS/EB)事 務局

日本EDIFACT委 員会(JEC)事 務 局

・UN/EDIFACT関 連セ ミナー開催
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52.日 本 紡績協 会(JSA)

当協会は、明治15年(1882年)に 設立され、本部を大阪に置 き活動を行なっています。

活動内容 は、国内において紡績業 を営む会員相互の親睦を図るとともに、紡績業界 の共通の課題につい

ての関係各機関 との折衝、連絡、内外繊維産業事情 の調査 ・研究、紡織加工技術 に関する指導、開発事業、

綿製品の需要振興事業など多岐にわたってお ります。

協会の機構 は、業務、原料、労務、技術 の4つの委員会の下に25の専門委員会が設置され、各々のテー

マについての活動を行なっているほか、その時々の必要 に応 じて各種委員会、研究会が設けられています。

情報化関係の事業につきましては、協会内に会員紡績会社10社 のシステム担 当者により情報化委員会を

設置 し、情報システム化 に関する調査研究、EDI標 準化作業等に取 り組 んでいます。

平成7年度 には、繊維業界¥の 横断的組織である繊維産業流通構造改革推進協議会(QR推 進協議会)な

らびに関連団体 との連携のもと、繊維業界におけるクイック ・レスポンス体制構築のための基盤整備 とし

てテキスタイル ・アパ レル業界間のEDI標 準化作業に取 り組 んでまい りました。

繊維産業は小規模事業者のウエイ トが高 く、産業構造 も多段階 ・分断型 となっているため、QR化 を進

めてい くための前提条件 としてEDIを は じめ情報 システムの標準化が大きな課題 となっています。

今年度には上記EDI標 準の業界内に実用化、普及活動を中心に取 り組んでい くとともに、繊維産業の競

争力強化の方策 として、引き続きQRに 関する調査研究等 に努めていきたい と考えてお ります。

連絡先 日本紡 績協会 業務 部 担 当 真 弓

〒541大 阪市 中央 区備 後町2-5-8綿 業会館

TELO6-203-5161FAXO6-229-1590
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53.日 本優良家具販売協 同組合(JEFSA)

日本優 良家具販 売協 同組合(略 称 、JEFSA=ジ ェフサ)は 、 日本全 国の各地 を代 表す る大型有力 家具専

門店が協 業 し、家 具 ・ホーム ファッシ ョン ・生 活用品を巾広 く販売す る、ボ ランタ リーチ ェー ン機構 です。

1961年 に活 動 を開始 し、現在 は 中央本 部 としてのジ ェフサセ ン トラル と5地 区本 部、並 びにチ ェー ンメ ン

バ ー59社123店 舗 か らな る 「ジェ フサチ ェー ン」 と して、 「世界 の同志 と手 を結 び、家具 イ ンテ リアを通

じて より豊かな人 間生活の向上 につね に率先 、力 強 く奉仕 す る」 活動 を続 けてい ます。

主 事 業 は 、

1.ネ ッ トワー ク事 業 ・・・… チ ェー ン加 盟小 売店舗 ・地区本 部 ・中央本部 ・有力仕 入先(現 在加入=251

社)の 四者 を結 ぶJNS(ジ ェフサ ・ネ ッ トワーク ・システ ム)は 、通商産業

省 「家具 業界 にお ける電子計算機 の連携利 用 に関す る指針」(1987年12月 制

定)に 基 き、1988年10月1日 に稼働。 わが国で は珍 しい協 業型 ネ ッ トワーク

として評価 され、業界全体 の流 通合理化推 進の一端 とな ってい ます。 ネ ッ ト

ワーク受発注 高 は年 間450億 円を こえる レベル に達 しました。

2.マ ー チ ャ ンダ イ ジ ング事 業 ・・・… 「よ りよい 商品を より安 く」供給 す るための、商品開発 と物流 開発

に取組 んでい ます。 「モア」 ・ 「ニュー α」 ブ ラン ドでの家具の商

品開発 と、ホームファニシング業態店 「ビ ビホーム」(現 在36店 舗)

へ のホーム フ ァッシ ョン商品 の調達供給 を してい ます。

その他 、3.メ ンバ ーサ ポー ト事業4.地 区本部 サ ポー ト事業5新 業態 開発事 業6.店 舗運営 事業7.店

舗 開発事 業8.販 売促 進事業9.教 育指 導事 業10.情 報 ・企 画事 業です。

私共 、家具 イ ンテリア業界 にお きま して も、製造業 ・卸売業 ・物流業者 ・小 売店 ・消費者 間での流 通 に

は問題 が山積 してい ます。 よ り安 く、消費者 に供給 しうる しくみづ くりを前進 しつづ けたい と願 ってお り

ます。

連絡 先 ジ ェフサ セ ン トラル(株)チ ェーンシス テム開発 室(竹 宮)

〒564大 阪府吹 田市江坂 町1-20-26

TELO6-384-0002FAXO6-338-1400

【平成7年 度活動実績】

1.ジ ェ フサパ ー トナーズ ク ラブの例会

(1)製 版 の トップ間 でのパ ー トナ リング推 進

(2)年2回

2.ネ ッ トワーク政策 に関す る会議

(1)主 テーマ!家 具 業界情報 ネ ッ トワー クの推進
"家 具業界 共 同物流 シス テムの 開発

#ECプ ロジェク ト企 画研 究

(2)毎月1回

【平成8年 度活動予定】

1.ジ ェ フサ パ ー トナ ーズ ク ラブ の例 会

2.EC「VFM」(VirtualFumitureMa11)の 実 証 実 験

3.ネ ッ トワ ー ク政 策 に関 す る会 議
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54.(社)日 本 ロジス テ ィクス システ ム協 会(JILS)

(社)日 本 ロジスティクスシステム協会は、1992年6月10日 、通商産業省 と運輸省の共管 による公益法

人 として設立 されたロジスティクスの専門団体です。社団法人 としての歴史は数年 しかあ りませ んが、実

は、1970年 に設立 された日本物流管理協議会 と日本物的流通協会が母体 となってお り、20数 年の活動実績

をもっています。会員は780社 、荷主企業 と輸送業や倉庫業な ど物流事業者 とがほぼ半々の割合です。

ロジスティクスについては、まだ、学会で も意見が分かれてお り、決定的な定義はありませんが、当協

会は、とりあえず、 「経済活動における物資流通の円滑化 を実現するため、調達 ・生産 ・販売 と連動 して、

輸送 ・保管 ・包装などを総合的に管理する機能」 と考えています。

従来、生産か ら販売 までに限定されていた物流 の領域が拡大 し、資材 ・原材料の調達あるいは廃棄 ・回

収など、生産以前 と販売以降 も包含 した機能が求め られるようになり、企業内においても、物流部だけの

部門管理か ら、生産 と販売 を統合 し需給調整機能までを視野にいれた経営課題 としての取 り組みが必要に

なってきました。また、生産の多品種少量化 に対応 した多頻度小 口物流の進展とともに、交通渋滞、大気

汚染など外部不経済の克服が課題とな り、標準化、共同化の推進など、社会システム としての機能強化 も

急務 となっています。このような状況を背景に、物流 を超えた新 しい概念として、ロジスティクスが主張

されるようにな りました。

JILSは 、そのロジスティクスシステムに関する調査研究 ・普及振興 ・人材養成 ・国際交流な どを行 うこ

とにより、ロジスティクスの生産性 を高めつつ社会性 との調和 を図 り、わが国産業の発展 と国民生活およ

び国際社会に貢献することを目的としています。

組織 としては、総会、.理事会のもとに、運営委員会、会員活動委員会、政策委員会、調査研究委員会、

国際委員会、能力開発委員会、編集委員会、情報サービス委員会、の8委 員会が常設され、担当分野の方

針検討に当たっています。事務局は、管理部、会員部、調査部、普及振興部、国際部、教育研修部、関西

支部、で構成 されてお り、前記委員会の方針を受けて、研究会 ・大会 ・全国会議 ・国際会議 ・展示会の開

催、調査研究、出版活動、教育研修、』ンサルティングな ど、多面的な事業を推進 しています。

物流あるい}よロジスティクスの効率化 を図るには、発注から納品までを一貫 して管理する情報システム

の構築が不可欠でくEDIの 推進はきわあて重要ですが、物流にかかわる取引におGいては、関係者が多様な

産業分野にわたることなどが ら、'各企業 レベル ・業種 レベルで情報ネッ トワーク化が進展しつつあり、拡

張性のない局部的なネッ トワークが広がることが懸念されています。 こうした事態になると、異業種 ・㎡異

業態にまたがる物流分野 における情報化が困難となる慣れがあ り、物流取引で交換されるデータ項目を整

理分析 して、業種 ・業態横断的に使用可能なもの とし、多数関係者のコンセンサスによる標準メッセージ

を開発する必要があります。 ㌧・,ラ

当協会では、このような状況をふまえ、物流EDI化 を促進するため、・1993年度から94年度にかけて、通

商産業省産業政策局流通産業課の委託により、 「物流EDI標 準メッセージ開発基礎調査」を実施 し、95年

度は、その成果をもとに、 「物流業際EDI調 整委員会」において、物流EDI統 一メッ『セージ(JTRN)に よ

る統一 トライアルを実施 して、 「JTRN標 準メッセージ第1版」 を発行 しました。

連絡 先(社)日 本 ロジ ス テ ィ クス シス テ ム協 会

〒105東 京 都 港 区 芝 大 門2-12-7秀 和 第2芝 ハ.一クピ ル

TELO3-3432-3291FAXO3-3432二8681
.∴

【平成7年 度活動実績】

・平成7年7月1日 ～平成8年3月31日

物流EDI標 準 メ ッセージの統一化 にむ けた調整(物 流業 際EDI調 整委員会)

「物流 業際EDI調 査研 究報告 書」 、 「JTRN標 準 メ ッセ ージ第1版 」

【平 成8年 度 活 動 予 定 】 ..、 『1._,、,.'、

・物 流EDI標 準 メ ッセ ー ジ の 実用 化 にむ け た取 り組 み(物 流 業 際EDI合 同委 員 会)
、JTRN共 通 デ ー タ コ ー

ド第1版 の 普及 ・維 持 ・管 理
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55.物 流EDI推 進 機i構

平成4年6月 に、官民の実務担当者、EDI専 門家及び学識経験者により 「物流EDI研 究会」が設立 され、

物流分野におけるEDIの 導入を推進するため各種調査研究及び普及活動 を行ってきましたが、物流EDIの

さらなる導入 ・推進を図るため、平成7年5月 回研究会を 「物流EDI推 進機構」 に発展的に改組 しました。

本推進機構は、海運業、港湾運送業、倉庫業、 トラック運送業、鉄道運送業等の物流関連業者か らなる一

般会員125社 、荷主、金融機i関及び情報サービス等の団体 ・企業からなる賛助会員27、 学識経験者及び関

係官庁からなる特別会員22(平 成8年5月31日 現在)に より構成 されてお ります。現在、総会、幹事会の下

に国際物流EDI推 進部会(ネ ッ トワーク整備作業部会、EDIFACT作 業部会)、 国内物流EDI推 進部会(業

際EDI作 業部会、EDI標 準作業部会)、 総合部会を設置 して、国際 ・国内各物流分野 において物流EDIの さ

らなる発展 に努めています。

連絡 先(財)物 流 技術 セ ンター 物流EDI推 進機構

〒160東 京都新宿 区四谷2-14-8YPCビ ル4F

TELO3-3355-6381FAXO3-3355-6355

【平成7年 度活動実績】

1.国 際物流EDI推 進部会

国際物流田 推進部会は、次期ScaNA(℃S等 国内の動向や国際emネ ッ トワーク等の国際動向を踏まえ、港湾物

流分野における 「共同利用型ネッ トワーク」 に向けた作業を行い、物流の効率化を図ることを目的 としている。

平成7年度 は、!共 同利用型ネッ トワークに取 り込まれる業務の選定、"わ が国でUM…DIFACI標 準メッセージを

導入する場合の優先度付け、#各 種ユーザーマニュアルの作成を行った。

(1)ネ ッ トワー ク整備作 業部会

共同利用型 ネ ッ トワークを実現 するため に、 その対象 となる業務 の絞 り込み 、確定作 業を行 った。

EDI化 阻害 要因 について、次期S酬A㏄Sの 機能を考慮 しつつ、除去方法を検討 した。

(2)EDIFACT作 業部会

「物流EDI研 究会デ ータモデ リングSWG」 の検 討結果 を踏 まえ、UN/EDIFACT標 準 メ ッセ ージ を

導入す る場合 の優先度付 けを行 った。CODECO、COPARNの 両 コンテナ関連 メ ッセージについて、

「世界的 なユ ーザ ーマニ ュアル の統一化」 を考慮 してユ ーザ ーマ ニュアルの再作成 を行 った。 さら

に、BAPLIEの 日本 語使用 手引 き書 の作成 を行 った。

2.国 内物流EDI推 進部会

平成7年 度 は、物流業際EDI標 準 メ ッセージ(JTRN)の 開発 支援 、倉庫 業務 の標準 メッセージの新

規 開発、物流EDIの 普及啓 蒙活動等 を、以下の2つ の作 業部会 を設けて実施 した。

また、 「国内物流EDI取 引標 準集(平 成8年3月 版)」 を発行 した。

(1)業 際EDI作 業部会

物流 業際EDI調 整委員 会 の場 において、事実 上の国内統 一 とな る物流業 際EDI標 準 メ ッセージを

開発 し、 トライ アル を実施 した。

(2)EDI標 準作 業部会

倉庫 業務 にお ける標 準 メ ッセージを新規 に 開発 した。標準 メ ッセージの 開発 に当たっては、業際

EDI作 業部会 の検 討内容 との整合 を取 り作 業 を行 った。

3.総 合部会

国際 ・国内両分野 の物流EDI活 動の連絡 調整、普及啓蒙活動 のための講演 会の 開催 な どの諸活 動、

機 関誌 の作成 配布等 を実施 した。

一61一

一



【平成8年 度活動予定】

物流EDI推 進機i構は、平成7年5月 に 「物流EDI研 究会」が発展的に改組 して発足以来、物流分野に

おける電子データ交換(EDI)の 導入 を推進するための標準化活動等 を行ってきたところであるが、

平成8年度 においては、前年度の活動成果を踏まえ、以下の事業を行 う。

1.物 流EDIの 導入 ・推進のための諸活動

昨年度 と同様の3つの部会において諸活動 を継続実施する。各部会の活動内容は以下のとお りであ

る。

(1)国 際物流EDI推 進部会

わが国国際物流分野へのUN/EDIFACTの 導入推進を図ることを目的に、共同利用型ネッ トワークの

あり方の検討、データ交換実験の概要の設計、ユーザーマニュアルの作成、国際 ・国内における

UN/EDIFACT関 連の動向把握及び対応、普及啓蒙活動等 を実施する。

(2)国 内物流EDI推 進部会

物流業際EDI標 準メッセージの維持 ・管理、連携指針案の検討、物流EDIを 効果的に利用するため

のEDI活 用環境整備の検討、倉庫業務標準メッセージの国内統一版へ向けた検討、荷主各業界団体へ

の物流EDI標 準普及啓蒙活動、国内EDI関 係団体等 との協調などの活動を実施する。

(3)総 合部会

国際 ・国内両分野の物流EDI活 動の連絡調整、普及啓蒙活動のための講演会の開催などの諸活動、

機関誌の作成配布な どを実施する。

2.国 内物流EDI管 理 ・運営組織 の検討

物流業際EDI標 準メッセージ(JTRN)及 び倉庫業務EDI標 準メッセージの維持 ・管理、並びに荷主

業界 との連携調整を行 う 「国内物流EDI管 理 ・運営組織(仮 称)」 の設立に向けた諸問題を検討する

ため、検討委員会(臨 時組織)を 物流EDI推 進機構内に設置する。
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56.ユ ニ ッ ク ス ・ビ ジ ネス ・ア ソ シ エ ー シ ョ ン(UBA)

UNIXBusinessAssociation(ユ ニ ックス ビジネス アソシエ ーシ ョン(略 称UBA))は 、1991年9月 、技術

特化 した独立系 ソフ トウエ アハ ウスが 中心 になって、特定 のメ ーカーに依存 しない共通 の情報基 盤 を構

築す る 目的で設立 され た団体 です。現在110社 の会員 によ り構 成 され てお り、次の基本方針 の もとに活動

を行 って います 。

(1)UND(を 中心 とす るオー プンシス テム をベ ースに、会員各社 の ビジ ネスチ ャンス を拡大 します。

(2)社 会情勢 の変化 や最新 テクノロジー を先取 りし、新 たな文化や ビジネス環境 を 創 造 します。

(3)技 術 特化 したソ フ トウエ アハ ウスが 中心 とな り、情報産業の担い手 た るべ く質 的向上 をめ ざ しま

す 。

コンピュータ業界 の急 速な環境 の変化 に迅 速 に対応 するため、 当協会 ではプ ロジ ェ ク ト制度 を採用 し

てい ます。1995年 には この中 の一 プロジェク トが、イ ン ターネ ッ トプ ロバ イダー、東京 イ ンター ネ ッ ト

(株)へ と発展 しま した。現 在 は、実験 ボ ランティアネッ トワーク、ハ リケ ー ン、高齢者 医療福 祉 シス

テム化研究会 、先端 ソ フ トウエ ア技術勉 強会等 のプロジェク トが あ ります。今後 も時代 に通 った プロジェ

ク トを 次々 と設 け、基本 方針 に沿 った活動 を行 ってゆ きます 。

㎜ を中心 と した オープンシス テムは、 その高いネ ッ トワー 撒 を生か し、一社 内、業界 内の コン

ピュータシステム にと どま らず、世界 的な ビジネス基盤 に発展 して い ます 。その 中で、EDIは 、情報化社

会の発展 に とって今 後 ます ます 重要な役 割 を果 たす ことと思 われ ます。EDI推 進協議会への参加に よって、

業界 の枠 をこえた積極 的 な支援活動 を行 うことがで きれば と考えてお ります。

連 絡 先 〒160東 京 都新 宿 区新 宿2-3-10新 宿 御 苑 ビル5FUBA事 務 局

TELO3-5379-6561FAX.03-5379-5338

e-mail.sec@uba.or.jp

URL:h"p://www.uba.or.jp
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57.(財)流 通 システム開 発 センター 流 通 コー 陀 ンター(DCC)

当財 団は、通商産業省 の流 通施策 「流 通 システム化基本 方針」(昭 和46年7月)に 基づ いて、昭和47年4

月 に設立 されま した。その後 、情報化 の研 究 と各種 統一 コー ド等の管理 ・普及機 関 と して、流 通 コー ドセ

ンターが昭和52年9月 に当財 団の1部 門と して発足 しました。流 通 コー ドセ ンターはベルギーに本 部 を置 く、

世界 的な共 通商品 コー ド管理機構 のEAN協 会 に加盟 して、共 同歩調 を とってい ます。

主な事 業内容 は下記 の とお りです。

1.POSシ ス テムの研 究 開発 と普及推 進

流 通情報 システム の基本 であ るPOSシ ステム の研 究 開発 と指導、普及促進

2.JANコ ー ドの登録管理 と活用研 究

1.JANバ ーコー ド(JISXO501)の 登録 、管理 と多角 的活用 の ための啓 蒙 、普及

2.JANコ ー ドの関連 テーマ である標 準物流 シンボル コー ド(JISXO502)の 活用研 究(ITF)

3.POSデ ータ活用 、流 通 デー タベース研 究

1.小 売業、卸売 業、メ ーカーな どにお けるPOSデ ー タ活用 と業界流 通デー タベ ース のあ り方 の研究

2.POSコ ー ドマス ター(JICFSデ ー タベ ース)の 開発運用 と普及促 進

4.オ ンライ ンネ ッ トワークシス テム の研 究

1.J手 順 、H手 順 な どの企業間 デー タ交換 シス テムの調査 、研 究、 開発、指導

2.地 域 標準EOSのVAN「 ベ ンサ ム」 の普及、推進

5.電 子 商取引研 究、EDI、EC及 び関連 セキ ュ リティシス テムの研 究

6.各 種 カー ドシス テム研 究 、開発

1.「商店街 ・総 合 ・標 準 ・POSカ ー ド」等 カー ドシステム と顧客情報 管理 シス テムの調査研究 、開発

2.ク レジッ ト企業 コー ドの登録 、管 理

7.卸 売業 の情報 シス テム化 、 ネ ッ トワーク化 、物流 システ ム化 、得意先 支援 等 に関す る研 究。 また、

情報志向型卸売業研 究会(略 称:卸 研)の 事務 局

8.統 一伝票 の研 究 と推進

百貨店 、チ ェー ンス トア、 問屋 、業種別 等各種 統一伝票 の制定 とその推 進。現在 、業際統一伝票 の研

究 と推進 も図ってい ます。

9、共通取引 コー ドの登録 ・管 理

統 一伝票 やEDIな どの企 業間取引 で使 用す る事業所 コー ドの登録 、管 理

10.海 外流 通情報 システム化 調査 、研 究 な ど

年 数回の海外調査 団派遣 と海外 各国 の流 通情報 システム化 、会合へ の参加 と指導

連絡 先(財)流 通 シス テム 開発 セ ンター

情報 シス テム部 ・シス テム開発 部 流通 コー ドセ ンター

〒141東 京都 品川 区 西五 反田7-23-1第3TOCピ ル

TELO3-34944073TELO3-3494-4080

【平成7年 度活動実績】

1.通産省委託事業 「流通業における電子化取引標準化調査研究」

①平成6年度の調査研究で、 「流通大多数企業については、国内外共にEDIFACTを 採用することが合

理的」 との結論 をもとに、EDIFACTの 国内流通業用標準メッセージの開発 ・試作をll種類作成 した。

②流通EDIの ためのEDI標 準契約書の項 目検討を行 った。

【平成8年 度活動予定】

1.通 産省委託 事業 「流 通業 におけ る電子化 取引標準化調査研 究」

①引 き続 きEDIFACTに よる標準 メ ッセージ を開発 す る。

②流通EDIの ためのEDI標 準 契約案の作成 を行 う。 その際 、JIPDECの 研 究成 果 を尊重 しなが ら行 う。

2.通 産省 のエ レク トロニ ック ・コマ ース実験 「流 通業 にお けるEDI高 度化 のためのECRシ ス テム開発 ・

実験」 を平成9年 度 までの予定 で実証 ・実験 を行 い、流 通EDIに おけ るEDIFAcrの 普及 を図る。
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58.旅 行EDI研 究 会

は じめ に

我が国 の産 業界 に もEDIに 対 する認識が広 ま り始めて きた。旅行 関連業界 で は、国際航 空業界が比較

的早 くか らEDIの 導入 に踏み 切 り、欧米 ではCRS業 界、 ホ テル業界、 レン タカー業界等 がUN/EDIFACT

I-EDIを パ イ ロッ ト使用 す る例 が出始めて きた。 このよ うな中で、旅行EDI研 究会 としては、特別会員の

他 に一般 会員 と して旅行 関連業界24企 業 ・団体 に よるこれ まで の活動 に加 えて、別途 の体 制で推進す

る予 定のパ イロ ッ トプロジェ ク トの実施 を踏 まえて、更 に内容 のある研 究会 活動 を新年度 に実現す る

ことと したい。

連絡 先(株)ツ ァーネ ッ ト

〒141東 京都 品川 区西五反 田5-2-4秀 和 西五反田 ビル(鈴 木)

TELO3-5487-1041FAXO3-5487-1042

【平成7年 度活動実績】

平成7年 度の調査 ・検討 に対する予定 と実績は概 ね以下の通 りである。また、研究会及び ワーキング ・

グループ検討会(WGI及 び2)は 当初の予定通 り開催された。

ア.我 が国の実情 調査

① シナ リオ調査

前年度 か らの調査 の継続 で、我が国で使用 されてい るシナ リオを基 にStateTransitionDiagramを 成

果 と して ま とめた。

② コー ドの調査

RESREQの 電文化作 業で各業界 で使用 され てい る予 約電 文の実例 を調査 し、 この中で使用 される

コー ド類 及 びデー タ項 目を調査 した。

③電文制御 方式 の調査

1-EDIの 構 文規則 の理解 を深 めた。

イ.我 が国の推奨案 の作 成

① シナ リオの 日本 案提出

予約 シナ リオの検 討 を通 して作成 した、StateTransitionDiagramの 修正 案 をUN/EDIFACTに 提案 し

た。

②RESREQで 必 要 とす るデ ー タ項 目及 び コー ド類 の提 案 をuN/EDIFACTTr&L部 門 に行 った。

③RESREQ/RESRSPのImpIementationGuide(利 用手引書)に 使用す るTOuRの 例 を、電文化作 業の成

果 を活用 し、UN!EDIFACTTT&L部 門 に提 出 した。

ウ.パ イロッ トプロジェク トの立ち上げ準備

①パイロッ トプロジェク トの実施内容 ・方法及 び経費予測 ・経費分担等 について検討 した。

②この内容を基 に情報処理振興事業協会に対 して事業申請を行った。

エ.EC対 応の諸問題の検討

①WG2を 構成 し、検討 した。

②今年度 は帳票類の調査及 び一部整理を実施 した。
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③ セキ ュ リテ ィに関す る検討 は、AMEXの 事例研 究 の実施 を した。

オ.そ の他

① 関連する英文資料の翻訳を実施 した。

②JRT会 議に出席 した。

【平成8年 度活動予定】

新年度 は別途推進するパイロット・プロジェク トを考慮 して、研究会の活動目標を以下のように設定

することとしたい。

(1)標 準化活動が進行中のUN/EDIFACTの 活動 との協調

JRT会 議の参加を継続すると共に、我が国の研究会活動の成果を基に標準化作成作業に寄与する。

(2)我 が国の推奨案の作成

パイロッ トプロジェク トの実施 ・検討及 び実情調査 を踏まえて、我が国 としての改善案を研究会

で作成 しUN/EDIFACTに 提案する。

(3)翻 訳作業の推進

uN!EDIFAcTTr&Lで 開発 されているMsG等 の翻訳 を継続実施する。

(4)旅 行EDI解 説書(仮 称)の 作成

本研 究会及びUN!EDIFACT等 の検討成果を取 りまとめつつ、広 く旅行関連業界の関係者 にEDIに

対する理解 を得 られるような解説書 を作成する。
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59.、 日本情報処理開発協会 産業1青報化推進センター(IIPD蜘)

わが国の情報化 は、産業界 を中心に着実に進展してお り、その動勢はネッ トワーク化によ り企業間、業

界間、さらには社会や家庭、そ して海外へ と一層拡大 してきてお ります。

このように、情報化の中核的役割に果たす産業の情報化を円滑に推進するには、ユーザー ・サイ ドに立っ

た研究 と意見交換が極 めて重要であ ります。特にネットワーク化が、産業界全般 に多種多様な広が りをみ

せつつある現在、システム相互間やネッ トワーク相互間のインターオペラビリティの確保及び、ネットワー

ク化の進展 に円滑 に対応で きるような各種基盤整備 は緊急の課題であ り、業界内、業界間の連携 ・協調が

不可欠であ ります。

そして、急速に進展する情報 ・通信 システムの高度化 に対応 してゆ くためには、ユーザー相互の連携 と

ともに、ハ ー ドウェア ・ベンダ、ソフ トウェア ・ベンダ、電気通信事業者な ど情報産業との連携 ・協調も

ます ます重要にな りつつあ ります。

当センターは、産業の情報化 にあたってこのような関係者相互の協力の場を提供するとともに、中立的 ・

専門的立場か ら環境の変化 によって生 じる様 々な課題の検討、業界内あるいは業界間の情報ネッ トワーク

構築 ・運営が効率的に行われるためのビジネスプロ・トコルの標準化、通信網の利用方法や法制度等の調査

研究に取 り組んでお ります。また、これらの標準化等をベースとしたEDIの 普及 についても、関係業界 と

協力 しつつ推進 してお ります。

産業の情報化 に対するニーズ と問題点、ビジネスプロ トコルの標準化や共同ネッ トワーク化を進める意

義 と必要性などについて、皆様 のご理解 とご協力を得て調査研究を行い、社会に貢献 してゆ くことが大切

と考えています。

〈主要事業〉

(1)ビ ジネスプロ トコルの標準化等
・ビジネスプロ トコルの標準化 に関する調査研究開発(CIIシ ンタックスルール等の開発)

・EDIの 普及促進

・業界共同システム等の構築に関する支援及びコンサルティング

・製造業を中心 とする標準企業コー ドの登録 ・管理

(2)ユ ーザーシステムに関する調査研究
・ユーザーの情報 ・通信 システム高度化 に関する調査研究

・情報 ・通信システムに関する各種セ ミナーの開催

(3)産 業界の情報化に関する調査研 究
・産業界の情報化 に関する各種動向調査

・産業界の情報化 を円滑 に推進するための法律、制度 に関する調査研究

(4)OSIオ ブジェク トの登録 ・管理
・ISO系 の国内登録機関として、組織及び国内標準の登録 ・管理

(5)産 業の情報化 に係 わる普及 ・広報
・シンポジウム、講演会の開催
・各種出版物の頒布

(6)国 際標準化への対応
・Iso/rc154国 内審議委員会の運営

・UN/ECEバVP .4(EDIFACT活 動)へ の協力

【平成7年 度活動実績】

1.EDIの 標準化等 に関する開発研究

①OSI等 に関連 したセミナーの開催

②TCPAPな どOSI以 外の通信手順の調査 ・検討

③ 「Frp(TCP!IP)利 用調査研究報告書」の作成
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④F手 順 関連 ドキ ュメ ン トの維 持管理 お よび、製品 の利用 拡大 に関わる活動

⑤ パ ソコンをベ ース と した 「PCF手 順」 の相 互運用性検証 シス テムの開発

2.標 準企業 コー ドの登録 ・管理

3.OSIオ ブジェク トの登録 ・管理

4.産 業情報化 に関する国際協調

①lsorrc154へ の参加 ・協 力

②UN/ECE!WP.4へ の参加 ・協 力

③EDIの 国際シ ンポジ ウム(EDICOM'95)へ の参加 ・協力

④ 産 業情報化 シンポジ ウムの 開催

7.産 業界の システム化 に係 る制度 問題 の調査研 究

①EDIに 特有 な法律事項 を定 めた 「デー タ交換協 定書」 の条項 お よび解 説 の作 成

8.EDIの 普及促 進 に関す る調査研 究

①EDI推 進協議会(JEDIC)の 運営

9.業 際EDIパ イロ ッ ト・モデルの調査研究 開発

① 請求支払分 野 をEDI化 す るパ イロ ッ ト事 業

② 中小 企業 向 け物流EDIパ イロ ッ ト ・モデルの調査研 究 開発

10.産 業情報化 に係 る普及 ・啓蒙

11.電 子 商取 引実証推 進協 議会(ECOM)の 運営

【平成7年 度作成 報告書 ・資料 】

・物流業 際EDIホ ームセ ンター トライアル報告 一小 売 業 にお ける業界 ・業際EDIへ の実用化 に向けて 一

・EDI導 入先 進業界 の現状 と今後 の展 望 －EDIフ ォーラム'95講i演記録 一

・イ ンターネ ッ トの商用利用 に向 けて

・EDI推 進協 議会の活動概 要

・EDIネ ッ トワーク化 と企 業戦 略(第 二版)

・EDIの 基礎 一社会 の新 しいイ ンフラス トラクチ ャー(第 二版)

・フ ァイル転送用 手順(F手 順)一 利用 ガ イ ド一策1版

・フ ァイル転送用 手順(F手 順)仕 様 書Ver .2.3

・PC-F手 順相 互運用性検証 シス テム(FITS)詳 細 設 計 書Ver .1.0

・FTP(TCPAP)利 用調査研 究報告書 ～EDIの 利 用 に向 けて～

・産業情報化 シ ンポジ ウム ーECへ の展 開 に向 けて 一 会 議録

・EDI法 的問題調査研 究報告書 －EDIに 関す る標準 契約 の検 討 一

・ホ ームセ ンター業界 のEC/EDI－ 小 売業 にお け る業 界 ・業 際EDIの 実用化 に向 けて一

・ビジネス プロ トコルの調査研 究報告書 一 新 しいEDIの 展 開一

【平成8年 度 活動予定 】

・EDIの 標準化 に関する開発研 究

・標準企 業 コー ドの登録 ・管 理

・EDIに 適す る通信手順 の研究

・ 「F手順」 の ドキ ュメン ト管 理

・二次元 コー ドの標 準化 に関する研 究

・電子取 引の法的問題 に関す る調査 研究

・EDI推 進協議会(JEDIC)の 運営

・OSIオ ブジ ェク トの登録 ・管 理

・産業情 報化 シ ンポ ジウムの開催

・広報誌 「産 業 と情 報」 の発行

・電子商 取引実証推 進協議会(ECOM)の 運営
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